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(57)【要約】
　超小型実装に対応でき、かつ、軸上色収差が改善され
た良好な結像性能を有する内視鏡対物光学系、内視鏡及
び内視鏡システムを提供すること。
　内視鏡対物光学系は、物体側から順に、負の屈折力を
有する第１レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、正の屈折
力を有する第２レンズＬ２と、からなり、第１レンズＬ
１の像側面は、像側に凹の面であり、第２レンズＬ２の
像側面は、像側に凸の面であり、以下の条件式（１）、
（２）、（３）、（４）、（５）、（６）、（７）を満
足する。
　０．６＜ＬL1is／ＬsL2i＜１．２５　　　（１）
　－３＜（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）＜－１
．２５　　　（２）
　－２＜ｆL2２／（ｆ×ｆL1）＜－１．３５　　　（３
）
　２＜（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）　　　（
４）
　５＜（ｎｄ2－１．４５）×（νｄ2－３１）　　　（
５）
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、
　負の屈折力を有する第１レンズと、
　明るさ絞りと、
　正の屈折力を有する第２レンズと、からなり、
　前記第１レンズの像側面は、像側に凹の面であり、
　前記第２レンズの像側面は、像側に凸の面であり、
　以下の条件式（１）、（２）、（３）、（４）、（５）、（６）、（７）を満足するこ
とを特徴とする内視鏡対物光学系。
　０．６＜ＬL1is／ＬsL2i＜１．２５　　　（１）
　－３＜（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）＜－１．２５　　　（２）
　－２＜ｆL2２／（ｆ×ｆL1）＜－１．３５　　　（３）
　２＜（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）　　　（４）
　５＜（ｎｄ2－１．４５）×（νｄ2－３１）　　　（５）
　１．６３＜ｎｄ1、かつ、３１＜νｄ1　　　（６）
　１．４５＜ｎｄ2、かつ、３１＜νｄ2　　　（７）
　ここで、
　ＬL1isは、前記第１レンズの前記像側面から前記明るさ絞りまでの空気換算長、
　ＬsL2iは、前記明るさ絞りから前記第２レンズの前記像側面までの距離、
　ＲL1iは、前記第１レンズの前記像側面の曲率半径、
　ＲL2iは、前記第２レンズの前記像側面の曲率半径、
　ｆL1は、前記第１レンズの焦点距離、
　ｆL2は、前記第２レンズの焦点距離、
　ｆは、前記内視鏡対物光学系の焦点距離、
　ｎｄ1は、前記第１レンズのｄ線における屈折率、
　νｄ1は、前記第１レンズのアッベ数、
　ｎｄ2は、前記第２レンズのｄ線における屈折率、
　νｄ2は、前記第２レンズのアッベ数、
である。
【請求項２】
　前記第２レンズの前記像側面は、非球面であり、
　前記非球面は、中心よりも周辺で曲率が小さくなる非球面であることを特徴とする請求
項１に記載の内視鏡対物光学系。
【請求項３】
　前記第２レンズは、平凸レンズであることを特徴とする請求項２に記載の内視鏡対物光
学系。
【請求項４】
　前記第２レンズは、両凸レンズであり、
　前記第２レンズの物体側面は、物体側に凸の球面であることを特徴とする請求項２に記
載の内視鏡対物光学系。
【請求項５】
　前記第２レンズは、両凸レンズであり、
　前記第２レンズの物体側面は、物体側に凸の面であり、
　前記第２レンズの前記物体側面は、非球面であり、
　前記物体側面の非球面は、中心よりも周辺で曲率が小さくなる非球面であることを特徴
とする請求項２に記載の内視鏡対物光学系。
【請求項６】
　前記第２レンズは、凸メニスカスレンズであり、
　前記第２レンズの物体側面は、周辺で負の屈折力を有する非球面であることを特徴とす
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る請求項２に記載の内視鏡対物光学系。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれか一項に記載の内視鏡対物光学系と、
　前記内視鏡対物光学系で形成された像を撮像する撮像素子と、を有することを特徴とす
る内視鏡。
【請求項８】
　請求項７に記載の内視鏡と、
　画像処理装置と、を有し、
　前記内視鏡は、画像補正用データを保持する記憶部を有し、
　前記画像補正用データは、前記内視鏡対物光学系の設計データに基づいて作成された倍
率補正データを含み、
　前記倍率補正データは、前記撮像素子による撮像で得られた画像における倍率色収差を
補正するデータであり、
　前記画像処理装置は、Ｒバンド、Ｇバンド及びＢバンドのうち１つ以上のバンドに対し
て、前記倍率補正データに基づく倍率色収差を補正することを特徴とする内視鏡システム
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡対物光学系、内視鏡及び内視鏡システムに関するもので、例えば、医
療用の内視鏡対物光学系、内視鏡及び内視鏡システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡として、ビデオスコープが知られている。ビデオスコープでは、挿入部の先端に
対物光学系と固体撮像素子が配置されている。対物光学系で形成された像を固体撮像素子
で撮像することで、物体の画像が取得される。
【０００３】
　固体撮像素子の超小型化に伴い、ビデオスコープでは、挿入部の極細化が進んでいる。
挿入部の極細化が進むと、対物光学系の超小型化が必要になる。
【０００４】
　例えば、挿入部の外径が４ｍｍ以下の極細ビデオスコープが普及し始めている。このよ
うな極細ビデオスコープでは、光軸と直交する面内での面積（以下、「断面積」という）
が小さい。例えば、固体撮像素子の断面積や対物光学系の断面積は、概ね１平方ｍｍ以下
になっている。
【０００５】
　そのため、極細ビデオスコープ用の対物光学系は、焦点距離が短い対物光学系であるこ
とが好ましい。焦点距離が短い対物光学系では、像高と焦点距離は、共に、例えば０．３
ｍｍ程度、もしくは０．３ｍｍ以下となる。
【０００６】
　また、極細ビデオスコープには、４ｍｍ以下の外径でありながら、挿入部には処置用チ
ャンネルや先端湾曲機構が設けられている。先端湾曲機構を有する極細ビデオスコープで
は、挿入部の先端側が湾曲する。先端から湾曲が生じる部分までの長さ（以下、「先端硬
質部長」という）は、短いほうが好ましい。
【０００７】
　先端硬質部長を短縮するためには、対物光学系の全長が短いことが望まれる。そのため
、極細ビデオスコープ用の対物光学系は、全長が短い対物光学系であることが好ましい。
望ましい全長は、例えば、３ｍｍ以下である。
【０００８】
　ただし、対物光学系と固体撮像素子とを有する撮像ユニット内には、レンズ以外に、様
々な光学素子が配置される。光学素子としては、例えば、固体撮像素子の封止ガラス、固
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体撮像素子を保持枠に固定するための平行平板（以下、「固定用平板」という）、及び光
学フィルタがある。そのため、これらの光学素子を配置するための空間（以下、「所定の
空間」という）を、撮像ユニット内に確保することも考慮しなくてはならない。
【０００９】
　焦点距離が短い対物光学系、例えば、焦点距離が０．３ｍｍ程度の対物光学系では、光
学系を正レンズのみで構成すると、所定の空間を撮像ユニット内に確保することが困難に
なる。
【００１０】
　封止ガラスや固定用平板は、撮像ユニット内の像面の近傍に配置されるので、像面の近
傍の空間が所定の空間になる。よって、焦点距離が短い対物光学系には、長いバックフォ
ーカスが要求される。
【００１１】
　長いバックフォーカスを確保できる光学系としては、レトロフォーカス型の光学系があ
る。よって、焦点距離が短い対物光学系では、光学系を、レトロフォーカス型の光学系に
することが望ましい。レトロフォーカス型の光学系にすることで、所定の空間を確保する
ことができる。
【００１２】
　また、光学フィルタは対物光学系内に配置されるので、対物光学系内の空間が所定の空
間になる。よって、光学系の全長をある程度長くする必要がある。ただし、上述のように
、極細ビデオスコープの対物光学系には、光学系の全長が短いことが要求される。
【００１３】
　所定の空間の確保と光学系の全長の短縮とを両立させるためには、レンズの枚数を必要
最小限まで減らさねばならない。よって、焦点距離が短い対物光学系では、１枚の負レン
ズと１枚の正レンズとで光学系を構成することが望ましい。
【００１４】
　ところで、ビデオスコープでは、狭帯域光による観察が普及している。そのため、極細
ビデオスコープでも、狭帯域光観察が行われる。
【００１５】
　狭帯域光観察では、白色光による観察に比べると、血管の観察や粘膜表層構造の観察に
おいてコントラストが改善される。このコントラストの改善は、白色光（可視光）の波長
域のうちの短波長側の波長域の光を用いることによってもたらされている。狭帯域光観察
は、血管の観察や粘膜表層構造の観察に有効な観察方法である。
【００１６】
　ただし、ビデオスコープでは、血管や粘膜表層構造以外の観察も行われる。この観察で
は、白色光観察が行われる。このように、狭帯域光観察が可能な対物光学系では、白色光
観察も可能になっている必要がある。よって、狭帯域光観察が可能な対物光学系では、軸
上色収差が良好に補正されていることが求められる。
【００１７】
　軸上色収差が大きいと、白色光観察時と狭帯域光観察時とで、ピントに差が生じる。こ
の場合、白色光観察による像と狭帯域光観察による像のどちらか一方は、コントラストの
低い像になる。
【００１８】
　例えば、粘膜表層の観察を、最初に白色光観察で行い、次に、狭帯域光観察で行うとす
る。白色光観察では、粘膜表層に対してピント合わせが行われる。そのため、コントラス
トの高い粘膜表層の像が得られる。
【００１９】
　続いて、観察を、白色光観察から狭帯域光観察に切り替える。このとき、軸上色収差が
大きいと、狭帯域光観察では、粘膜表層に対して大きくピントがずれた状態になる。その
ため、狭帯域光観察時では、コントラストが低い粘膜表層の像しか得られない。
【００２０】
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　対物光学系に合焦機能を持たせることで、ピントずれをなくすことができる。しかしな
がら、対物光学系に合焦機能を持たせると、光学系が大きくなる。特に、極細ビデオスコ
ープ用の対物光学系では、合焦機能を持たせることは困難である。
【００２１】
　このようなことから、極細ビデオスコープ用の対物光学系では、必要最小限のレンズ枚
数で、軸上色収差が良好に補正されていなくてはならない。
【００２２】
　１枚の負レンズと１枚の正レンズとで構成された対物光学系が、特許文献１～４に開示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２３】
【特許文献１】特開平５－３４１１８５号公報
【特許文献２】特開平７－３１８７９９号公報
【特許文献３】国際公開第２０１５／１２２２６１号
【特許文献４】特開２００９－２８８６８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２４】
　上述のように、極細ビデオスコープ用の対物光学系には、焦点距離と光学系の全長が短
いこと、すなわち、超小型であることが要求される。特許文献１～３に開示された対物光
学系を、極細ビデオスコープ用の対物光学系として用いようとすると、レンズの中肉厚が
小さくなり過ぎたり、レンズ面の曲率半径が小さくなり過ぎたりする。この場合、対物光
学系を超小型にできないので、極細の挿入部の先端への実装（以下、「超小型実装」とい
う）に対応することができない。
【００２５】
　また、レンズの中肉厚が小さくなり過ぎたり、レンズ面の曲率半径が小さくなり過ぎた
りすると、レンズの加工性が悪くなる。レンズの加工性が悪いと、高い面精度のレンズを
用いることができないので、良好な結像性能を確保することが困難になる。
【００２６】
　例えば、特許文献１に開示されている実施例では、光学系の焦点距離が、全て１ｍｍで
規格化されている。よって、各実施例の光学系を短い焦点距離の対物光学系として用いる
ためには、光学系を縮小することになる。光学系を縮小すると、レンズの外径が微小にな
る。そのため、加工性、組立性及び信頼性の観点で使用の可否を判断すると、使用可能な
光学系が開示されている実施例は限定される。
【００２７】
　短い焦点距離の対物光学系の仕様を、例えば、焦点距離を０．３ｍｍ、負レンズの中肉
厚を０．１５ｍｍ以上、正レンズの中肉厚を０．３ｍｍ以上とする。この仕様を満足する
のは、実施例９の光学系のみである。
【００２８】
　ただし、実施例９の光学系では、上述の仕様を満足しようとすると、負レンズの凹面の
曲率半径が０．１９１ｍｍとなる。曲率半径が０．２ｍｍ未満では、高い面精度でレンズ
面を加工することが困難である。このように、実施例９の光学系では、レンズの加工性が
悪くなるため、良好な結像性能を確保することが困難になる。
【００２９】
　特許文献２に開示されている実施例では、光学系の焦点距離が、３．３ｍｍ程度である
。よって、各実施例の光学系を短い焦点距離の対物光学系として用いるためには、光学系
を約１／１１倍に縮小することとなる。光学系を縮小すると、負レンズの中肉厚は０．１
ｍｍ未満になる。中肉厚は０．１ｍｍ未満では、レンズの加工性が悪くなる。このように
、特許文献２の光学系では、レンズの加工性が悪くなるため、良好な結像性能を確保する
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ことが困難になる。
【００３０】
　特許文献３に開示されている実施例では、光学系の焦点距離が１．６２ｍｍ～２．６ｍ
ｍである。よって、各実施例の光学系を短い焦点距離の対物光学系として用いるためには
、光学系を、約１／５～１／９倍程度に縮小することとなる。光学系を縮小すると、負レ
ンズの中肉厚や凹面の曲率半径が小さくなり過ぎる。この場合、レンズの加工性が悪くな
る。このように、特許文献３の光学系では、レンズの加工性が悪くなるため、良好な結像
性能を確保することが困難になる。
【００３１】
　特許文献４に開示されている実施例では、軸上色収差が大きい。そのため、白色光観察
による像と狭帯域光観察による像のどちらか一方は、コントラストの低い像になる。
【００３２】
　以上のように、特許文献１～３に開示された対物光学系は、良好な結像性能を確保する
ことが困難で、且つ、超小型実装に対応できない。また、特許文献４に開示された対物光
学系は、軸上色収差が十分に補正されていない。
【００３３】
　本発明は、このような問題点に鑑みてなされたものであり、超小型実装に対応でき、か
つ、軸上色収差が改善された良好な結像性能を有する内視鏡対物光学系、内視鏡及び内視
鏡システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００３４】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明の少なくとも幾つかの実施形態
に係る内視鏡対物光学系は、
　物体側から順に、
　負の屈折力を有する第１レンズと、
　明るさ絞りと、
　正の屈折力を有する第２レンズと、からなり、
　第１レンズの像側面は、像側に凹の面であり、
　第２レンズの像側面は、像側に凸の面であり、
　以下の条件式（１）、（２）、（３）、（４）、（５）、（６）、（７）を満足するこ
とを特徴とする。
　０．６＜ＬL1is／ＬsL2i＜１．２５　　　（１）
　－３＜（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）＜－１．２５　　　（２）
　－２＜ｆL2２／（ｆ×ｆL1）＜－１．３５　　　（３）
　２＜（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）　　　（４）
　５＜（ｎｄ2－１．４５）×（νｄ2－３１）　　　（５）
　１．６３＜ｎｄ1、かつ、３１＜νｄ1　　　（６）
　１．４５＜ｎｄ2、かつ、３１＜νｄ2　　　（７）
　ここで、
　ＬL1isは、第１レンズの像側面から明るさ絞りまでの空気換算長、
　ＬsL2iは、明るさ絞りから第２レンズの像側面までの距離、
　ＲL1iは、第１レンズの像側面の曲率半径、
　ＲL2iは、第２レンズの像側面の曲率半径、
　ｆL1は、第１レンズの焦点距離、
　ｆL2は、第２レンズの焦点距離、
　ｆは、内視鏡対物光学系の焦点距離、
　ｎｄ1は、第１レンズのｄ線における屈折率、
　νｄ1は、第１レンズのアッベ数、
　ｎｄ2は、第２レンズのｄ線における屈折率、
　νｄ2は、第２レンズのアッベ数、
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である。
【００３５】
　また、本発明の少なくとも幾つかの実施形態に係る内視鏡は、
　上述の内視鏡対物光学系と、
　内視鏡対物光学系で形成された像を撮像する撮像素子と、を有することを特徴とする。
【００３６】
　また、本発明の少なくとも幾つかの実施形態に係る内視鏡システムは、
　上述の内視鏡と、
　画像処理装置と、を有し、
　内視鏡は、画像補正用データを保持する記憶部を有し、
　画像補正用データは、内視鏡対物光学系の設計データに基づいて作成された倍率補正デ
ータを含み、
　倍率補正データは、撮像素子による撮像で得られた画像における倍率色収差を補正する
データであり、
　画像処理装置は、Ｒバンド、Ｇバンド及びＢバンドのうち１つ以上のバンドに対して、
倍率補正データに基づく倍率色収差を補正することを特徴とする。
【発明の効果】
【００３７】
　本発明によれば、超小型実装に対応でき、かつ、軸上色収差が改善された良好な結像性
能を有する内視鏡対物光学系、内視鏡及び内視鏡システムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本実施形態の内視鏡対物光学系の基本構成を示す断面図である。
【図２】実施例１に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図３】実施例２に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図４】実施例３に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図５】実施例４に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図６】実施例５に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図７】実施例６に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図８】実施例７に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図９】実施例８に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図１０】実施例９に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図１１】実施例１０に係る内視鏡対物光学系の断面構成を示す図と収差図である。
【図１２】実施例６に係る内視鏡対物光学系の倍率色収差図である。
【図１３】内視鏡システムの概略構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３９】
　以下、本実施形態に係る内視鏡対物光学系、内視鏡及び内視鏡システムについて、図面
を用いて、このような構成をとった理由と作用を説明する。なお、以下の実施形態に係る
内視鏡対物光学系、内視鏡及び内視鏡システムによりこの発明が限定されるものではない
。
【００４０】
　本実施形態の内視鏡対物光学系は、物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズと
、明るさ絞りと、正の屈折力を有する第２レンズと、からなり、第１レンズの像側面は、
像側に凹の面であり、第２レンズの像側面は、像側に凸の面であり、以下の条件式（１）
、（２）、（３）、（４）、（５）、（６）、（７）を満足することを特徴とする。
　０．６＜ＬL1is／ＬsL2i＜１．２５　　　（１）
　－３＜（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）＜－１．２５　　　（２）
　－２＜ｆL2２／（ｆ×ｆL1）＜－１．３５　　　（３）
　２＜（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）　　　（４）
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　５＜（ｎｄ2－１．４５）×（νｄ2－３１）　　　（５）
　１．６３＜ｎｄ1、かつ、３１＜νｄ1　　　（６）
　１．４５＜ｎｄ2、かつ、３１＜νｄ2　　　（７）
　ここで、
　ＬL1isは、第１レンズの像側面から明るさ絞りまでの空気換算長、
　ＬsL2iは、明るさ絞りから第２レンズの像側面までの距離、
　ＲL1iは、第１レンズの像側面の曲率半径、
　ＲL2iは、第２レンズの像側面の曲率半径、
　ｆL1は、第１レンズの焦点距離、
　ｆL2は、第２レンズの焦点距離、
　ｆは、内視鏡対物光学系の焦点距離、
　ｎｄ1は、第１レンズのｄ線における屈折率、
　νｄ1は、第１レンズのアッベ数、
　ｎｄ2は、第２レンズのｄ線における屈折率、
　νｄ2は、第２レンズのアッベ数、
である。
【００４１】
　本実施形態の内視鏡対物光学系は、物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズと
、明るさ絞りと、正の屈折力を有する第２レンズと、からなる。
【００４２】
　内視鏡対物光学系を構成するレンズは２枚なので、光学系の全長を短くすることができ
る。また、物体側に負レンズが配置され、像側に正レンズが配置されているので、光学系
が、レトロフォーカス型の光学系になっている。そのため、長いバックフォーカスを確保
することができる。
【００４３】
　このように、本実施形態の内視鏡対物光学系では、長いバックフォーカスの確保と光学
系の全長の短縮とが両立されている。よって、本実施形態の内視鏡対物光学系は、超小型
の内視鏡対物光学系として用いることができる。超小型な内視鏡対物光学系とは、例えば
、焦点距離が０．３ｍｍ程度、もしくは０．３ｍｍ以下で、かつ、全長が３ｍｍ以下の光
学系である。
【００４４】
　更に、本実施形態の内視鏡対物光学系は、条件式（１）、（２）、（３）、（４）、（
５）、（６）、（７）を満足する。
【００４５】
　条件式（１）は、第１レンズの像側面から明るさ絞りまでの距離と、明るさ絞りから第
２レンズの像側面までの距離と、の関係を規定した条件式である。条件式（２）は、第１
レンズの像側面の曲率半径、第２レンズの像側面の曲率半径、及び明るさ絞りから各像側
面までの距離の関係を規定した条件式である。条件式（１）と（２）は、いずれも、レン
ズ面から明るさ絞りまでの距離やレンズ面の曲率半径が、適切な相対関係となるための条
件式である。
【００４６】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第１レンズの像側面は、像側に凹の面になってい
る。また、第２レンズの像側面は、像側に凸の面になっている。
【００４７】
　第１レンズと第２レンズの両方で、像側面の曲率半径を物体側面の曲率半径よりも小さ
くすると、光学系全体の屈折力のほとんどが、第１レンズの像側面と第２レンズの像側面
に集中する。そのため、各像側面における屈折の非対称性は、非点収差の発生とコマ収差
の発生に大きく影響する。
【００４８】
　主光線は、明るさ絞りの中心を通過する。レンズ面の曲率中心が明るさ絞りの中心と一
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致するようにレンズ面を配置すると、主光線はレンズ面に対して垂直に入射する。この場
合、主光線はレンズ面で屈折されない。
【００４９】
　一方、主光線を取り囲む光線（以下、「従属光線」という）はレンズ面で屈折される。
このとき、主光線を挟んで向かい合う１組の従属光線では、屈折の対称性が確保される。
そのため、非点収差とコマ収差は、ほとんど発生しない。
【００５０】
　このように、レンズ面の曲率中心が明るさ絞りの中心と一致するようなレンズ面の配置
は、非点収差の発生の抑制とコマ収差の発生の抑制に対して理想的な配置である。よって
、本実施形態の内視鏡対物光学系でも、像側面の曲率中心と明るさ絞りの中心とをできる
だけ一致させる方が好ましい。
【００５１】
　レンズ面の曲率中心が明るさ絞りの中心と一致する構成は、コンセントリックな構成で
ある。レンズ面の曲率中心と明るさ絞りの中心とのずれが小さいほど、コンセントリック
性が高くなる。
【００５２】
　上述のように、条件式（１）と（２）は、いずれも、レンズ面から明るさ絞りまでの距
離やレンズ面の曲率半径が、適切な相対関係となるための条件式である。条件式（１）と
（２）は、コンセントリック性に関する条件式ということができる。
【００５３】
　第１レンズの像側面から明るさ絞りまでの距離は、空気換算した距離である。第１レン
ズの像側面から明るさ絞りまでの間が空気のみの場合は、明るさ絞りの位置を、第１レン
ズの像側面の曲率中心と一致させるのが理想的である。
【００５４】
　第１レンズの像側面から明るさ絞りまでの間が空気のみではない場合、例えば、光学フ
ィルタが配置される場合、第１レンズの像側面の面頂から曲率中心までの距離は、空気換
算する必要がある。この場合は、空気換算をした状態での明るさ絞りの位置を、第１レン
ズの像側面の曲率中心と一致させるのが理想的である。
【００５５】
　このようにすると、主光線は、第１レンズの像側面を垂直に通過するので、像側面で主
光線の屈折は生じない。この状態では、従属光線の屈折の対称性が確保されるため、非点
収差とコマ収差が生じない。よって、第１レンズと明るさ絞りを、上述のように配置する
ことが理想的である。
【００５６】
　また、第２レンズの像側面から明るさ絞りまでの間には、少なくとも第２レンズの硝材
が存在する。しかしながら、第２レンズの像側面から明るさ絞りまでの距離は、空気換算
しない。
【００５７】
　明るさ絞りが第２レンズの物体側面に位置している場合、第２レンズの像側面から明る
さ絞りまでの距離は、第２レンズの厚みそのものになる。明るさ絞りが第２レンズの物体
側面から離れている場合、第２レンズの像側面から明るさ絞りまでの距離は、第２レンズ
の厚みに、第２レンズの物体側面から明るさ絞りまでの距離を加えたものになる。
【００５８】
　光学系の画角は、光学系に入射する主光線と光軸とのなす角度で表される。光学系の画
角は、光学系内における主光線の屈折によって変わる。よって、必要な画角を得るために
は、光学系内で主光線の屈折が生じるようにする方が好ましい。
【００５９】
　上述のように、レンズ面の曲率中心と明るさ絞りの中心とを一致させると、主光線はレ
ンズ面で屈折されない。この場合、主光線の屈折を利用した画角の広角化作用が得られな
くなる。よって、コンセントリック性は、画角の広角化作用も加味して定めるのが望まし
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い。
【００６０】
　条件式（１）において、ＬL1isは、第１レンズの像側面から明るさ絞りまでの空気換算
長である。ＬL1isは、上述の通り、空気換算後の第１レンズの像側面から明るさ絞りまで
の距離に相当する。
【００６１】
　第１レンズの像側面と明るさ絞りとの間に何も配置されていない場合、ＬL1isは、空気
換算長として実寸の距離を用いることができる。
【００６２】
　ただし、後述のように、第１レンズの像側面と明るさ絞りとの間には、光学フィルタの
ような平行平板を配置することができる。この場合、平行平板の厚み分について、素材の
屈折率を用いて空気換算する。そして、空気換算した厚みをＬL1isに含める。
【００６３】
　また、明るさ絞りは薄い板で構成されているので、明るさ絞りには厚みがある。しかし
ながら、光学概念上の明るさ絞りは、第２レンズ側に位置しているとみなす。よって、明
るさ絞りの厚み分は、ＬL1isに含まれるものとする。
【００６４】
　条件式（１）において、ＬsL2iは、明るさ絞りから第２レンズの像側面までの距離であ
る。ＬsL2iは、空気換算しないときの距離である。
【００６５】
　明るさ絞りが第２レンズの物体側面に位置する場合、明るさ絞りから第２レンズの像側
面までの間の媒質は、第２レンズの硝材のみとなる。この場合、第２レンズの厚みについ
ては空気換算しない。ＬsL2iは、空気換算しない実寸の距離を用いる。
【００６６】
　明るさ絞りが第２レンズの物体側面よりも物体側に位置する場合、明るさ絞りから第２
レンズの像側面までの間には、空気と第２レンズの硝材が存在する。この場合も、第２レ
ンズの厚みについては空気換算しない。
【００６７】
　第１レンズの像側面から明るさ絞りまでの間の媒質と、明るさ絞りから第２レンズの像
側面までの間の媒質が同媒質である場合を仮定して説明する。ＬL1isとＬsL2iが同媒質で
定義されると仮定した場合、第１レンズの像側面の位置と第２レンズの像側面の位置は、
明るさ絞りを挟んで対称となる位置であることが望ましい。すなわち、ＬL1is／ＬsL2i＝
１となることが望ましい。
【００６８】
　この仮定において、第１レンズの像側面の曲率半径と第２レンズの像側面の曲率半径が
、絶対値で略同じであるとすると、第１レンズの像側面と第２レンズの像側面を、あたか
も、明るさ絞りの位置を球心とする球面の一部、または略球面の一部となるように設計す
ることが可能となる。
【００６９】
　このように、第１レンズの像側面と第２レンズの像側面を、あたかも、明るさ絞りを挟
んで位置する球面の一部のように設計できれば、各像側面における主光線の屈折が少なく
、従属光線の屈折の対称性が良い光学系の設計を実現できる。
【００７０】
　ただし、実際には、ＬsL2iは、第２レンズの硝材で定義される。そのため、ＬL1isとＬ
sL2iは同媒質で定義されない。この場合、第２レンズの硝材の屈折率の影響で、ＬsL2iは
長くなる。そのため、数式ＬL1is／ＬsL2iの最も望ましい値は、同媒質と仮定したときの
最適値である１よりも小さくなる。よって、数式ＬL1is／ＬsL2iの値については、０．９
程度を中心に望ましい範囲を定めれば良い。
【００７１】
　数式ＬL1is／ＬsL2iの値が条件式（１）の下限値を下回ると、相対的にＬL1isが小さく



(11) JP WO2018/220937 A1 2018.12.6

10

20

30

40

50

なる。この場合、高いコンセントリック性を確保するためには、第１レンズの像側面の曲
率半径を小さくする必要が生じる。しかしながら、超小型の内視鏡対物光学系では、凹面
の曲率半径は原理的に小さい。そのため、第１レンズの像側面の曲率半径をさらに小さく
することは、加工性を悪化させることになる。その結果、良好な結像性能が悪化する。よ
って、数式ＬL1is／ＬsL2iの値が条件式（１）の下限値を下回ることは望ましくない。
【００７２】
　加工性の悪化を回避するためには、第１レンズの像側面の曲率半径が小さくならないよ
うにしなければならない。しかしながら、この場合は、明るさ絞りに対するコンセントリ
ック性が悪化する。そのため、非点収差とコマ収差が悪化する。よって、数式ＬL1is／Ｌ
sL2iの値が条件式（１）の下限値を下回ることは望ましくない。
【００７３】
　数式ＬL1is／ＬsL2iの値が条件式（１）の上限値を上回ると、相対的にＬsL2iが小さく
なる。この場合、高いコンセントリック性を確保するためには、第２レンズの像側面の曲
率半径を小さくする必要が生じる。しかしながら、超小型の内視鏡対物光学系では、凸面
の曲率半径は原理的に小さい。そのため、第２レンズの像側面の曲率半径をさらに小さく
することは、加工性を悪化させることになる。その結果、良好な結像性能が悪化する。よ
って、数式ＬL1is／ＬsL2iの値が条件式（１）の上限値を上回ることは望ましくない。
【００７４】
　加工性の悪化を回避するためには、第２レンズの像側面の曲率半径が小さくならないよ
うにしなければならない。しかしながら、この場合は、明るさ絞りに対するコンセントリ
ック性が悪化する。そのため、非点収差とコマ収差が悪化する。よって、数式ＬL1is／Ｌ
sL2iの値が条件式（１）の上限値を上回ることは望ましくない。
【００７５】
　条件式（１）に代えて、以下の条件式（１’）を満足することがより好ましい。
　０．６５＜ＬL1is／ＬsL2i＜１．１５　　　（１’）
【００７６】
　条件式（２）について説明する。条件式（２）は、条件式（１）で規定したＬL1isとＬ
sL2iに対して、各像側面の曲率半径を適切な範囲に規定する条件式である。
【００７７】
　第１レンズの像側面の曲率半径ＲL1iに関しては、数式ＬL1is／ＲL1iの絶対値が１であ
れば、明るさ絞りに対してコンセントリックとなる。第２レンズの像側面の曲率半径ＲL2
iに関しては、数式ＬsL2i／ＲL2iの絶対値が１であれば、明るさ絞りに対してコンセント
リックとなる。
【００７８】
　数式ＬL1is／ＲL1iと数式ＬsL2i／ＲL2iは、２つの像側面の状態を表す数式といえる。
これら２つの数式を乗算した数式（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）において絶対値
が１であれば、２つの像側面の明るさ絞りに対するコンセントリック性が良好とみなせる
。
【００７９】
　ただし、条件式（２）の望ましい範囲は、コンセントリック性だけでなく、画角の広角
化を考慮して設定することが好ましい。例えば、気管支内視鏡における一般的な画角は、
１２０°程度である。超小型化との引換えに、最も基本的な光学仕様の画角を狭めること
は望ましくない。
【００８０】
　焦点距離を短くすれば、画角は広がる。よって、机上においては、公知の光学設計デー
タに比例定数を乗算して縮小するだけで、広角化した光学設計データが得られる。しかし
ながら、超小型の内視鏡対物光学系においては、光学設計データの縮小という単純作業で
焦点距離を短くした場合、レンズの曲率半径や肉厚が減少する。そのため、そのような光
学設計データでは、レンズの製作において、加工性の悪化や組立性の悪化を誘発する。そ
の結果、結像性能が悪化する。このように、超小型の内視鏡対物光学系の設計は、単純で
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はない。
【００８１】
　数式ＬL1is／ＲL1iの絶対値や数式ＬsL2i／ＲL2iの絶対値が１では、主光線が像側面で
屈折されない。そのため、像側面を利用した画角の広角化作用が得られない。これに対し
て、数式ＬL1is／ＲL1iの絶対値や数式ＬsL2i／ＲL2iの絶対値を１より大きくすれば、像
側面を利用した画角の広角化作用が得られる。
【００８２】
　よって、条件式（２）では、数式（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）の絶対値が１
より大きく、かつ、１から大きく離れすぎないように、望ましい範囲を定めた。本発明で
は、曲率半径の符号の正負を、面に対して像側に曲率中心を有する場合を正、物体側に曲
率中心を有する場合を負、と定義している。この定義によれば、ＲL1iは正、ＲL2iは負と
なる。そのため、数式（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）は負の値となる。
【００８３】
　数式（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）の値が条件式（２）の下限値を下回ると、
第１レンズの像側面と第２レンズの像側面のどちらか一方の面、もしくは、両方の面にお
いて、明るさ絞りに対するコンセントリック性が悪化する。その結果、非点収差やコマ収
差が悪化する。よって、数式（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）の値が条件式（２）
の下限値を下回ることは望ましくない。
【００８４】
　数式（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）の値が条件式（２）の上限値を上回ると、
第１レンズの像側面と第２レンズの像側面のどちらか一方の面、もしくは、両方の面にお
いて、主光線に対する屈折作用が不足する。その結果、画角の広角化が困難となる。よっ
て、数式（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）の値が条件式（２）の上限値を上回るこ
とは望ましくない。
【００８５】
　条件式（２）に代えて、以下の条件式（２’）を満足することがより好ましい。
　－２＜（ＬL1is／ＲL1i）×（ＬsL2i／ＲL2i）＜－１．３　　　（２’）
【００８６】
　条件式（３）について説明する。条件式（３）は、第１レンズの焦点距離、第２レンズ
の焦点距離及び内視鏡対物光学系の焦点距離の望ましい関係を一つの数式で規定した条件
式である。
【００８７】
　本実施形態の内視鏡対物光学系で用いられているレンズは、２つの単レンズのみである
。そのため、この２つのレンズの相対関係が極めて重要である。条件式（１）では２つの
レンズの位置関係に関して適切な条件を定め、条件式（２）では２つのレンズの曲率半径
に関して適切な条件を定めた。条件式（３）では、２つのレンズの屈折力に関して適切な
条件を定めている。
【００８８】
　２つのレンズで構成されている光学系では、２つのレンズの焦点距離の比を用いて光学
系の特徴を表すことが多い。しかし、本実施形態の内視鏡対物光学系は、超小型であるた
め、焦点距離は驚異的に短い。焦点距離は、例えば、０．３ｍｍ程度、もしくは、０．３
ｍｍ以下である。
【００８９】
　光学系全系の焦点距離は、その光学系の仕様そのものである。２つのレンズで構成され
ている光学系では、光学系全系の焦点距離と２つのレンズの焦点距離との依存関係が強く
、かつ、光学系全系の焦点距離は実装への影響も極めて大きい。よって、これら３つの焦
点距離の関係性を一つの数式で反映するために、条件式（３）では、数式ｆL2２／（ｆ×
ｆL1）という数式を定めている。
【００９０】
　数式ｆL2２／（ｆ×ｆL1）は、数式（ｆL2／ｆL1）と数式（ｆL2／ｆ）とを乗算したも
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のに相当する。数式（ｆL2／ｆL1）は２つのレンズの焦点距離比であり、数式（ｆL2／ｆ
）は対物光学系の焦点距離に対する第２レンズの焦点距離の比である。
【００９１】
　数式（ｆL2／ｆL1）の絶対値は、１程度が望ましい。このようにすることで、第１レン
ズの屈折力と第２レンズの屈折力とのバランスをとることができる。
【００９２】
　数式（ｆL2／ｆ）の値は、１．５程度が望ましい。このようにすると、ｆL2が相対的に
大きくなる。その結果、適切なバックフォーカスを確保することができる。
【００９３】
　更に、数式（ｆL2／ｆL1）と数式（ｆL2／ｆ）の関係性についても規定することが好ま
しい。数式（ｆL2／ｆL1）の絶対値と数式（ｆL2／ｆ）の絶対値が、共に大きくなるのも
、共に小さくなるのも望ましくない。
【００９４】
　２つの数式の絶対値が共に大きい場合、第２レンズの焦点距離が、第１レンズの焦点距
離や内視鏡対物光学系の焦点距離に対して長くなり過ぎてしまう。そのため、内視鏡対物
光学系の全長が長くなる。よって、２つの数式の絶対値が共に大きくなり過ぎることは望
ましくない。
【００９５】
　２つの数式の絶対値が共に小さい場合、第２レンズの焦点距離が、第１レンズの焦点距
離や内視鏡対物光学系の焦点距離に対して短くなり過ぎてしまう。そのため、適切なバッ
クフォーカスの確保が困難となる。よって、２つの数式の絶対値が共に小さくなり過ぎる
ことは望ましくない。
【００９６】
　以上のように、数式ｆL2２／（ｆ×ｆL1）の値が条件式（３）の下限値を下回ることは
、第２レンズの焦点距離が相対的に長くなり過ぎることに相当する。この場合、内視鏡対
物光学系の全長が長くなる。よって、数式ｆL2２／（ｆ×ｆL1）の値が条件式（３）の下
限値を下回ることは、望ましくない。
【００９７】
　数式ｆL2２／（ｆ×ｆL1）が条件式（３）の上限値を上回ることは、第２レンズの焦点
距離が相対的に短くなり過ぎることに相当する。この場合、適切なバックフォーカスの確
保が困難になる。よって、数式ｆL2２／（ｆ×ｆL1）が条件式（３）の上限値を上回るこ
とは、望ましくない。
【００９８】
　条件式（３）に代えて、以下の条件式（３’）を満足することがより好ましい。
　－１．６５＜ｆL2２／（ｆ×ｆL1）＜－１．３５　　　（３’）
【００９９】
　条件式（３’）を満足することで、光学系の全長を更に短縮することができる。
【０１００】
　条件式（４）及び（６）について説明する。条件式（４）及び（６）は、第１レンズの
屈折率とアッベ数に関する条件式である。
【０１０１】
　第１レンズには、基本的に高屈折率、かつ、低分散なレンズを用いることが望ましい。
第１レンズの屈折率が高いほど、像側面の曲率半径を大きくすることができる。その結果
、レンズの加工性を良好にすることができる。その結果、良好な結像性能を確保すること
ができる。よって、第１レンズの屈折率は高いことが望ましい。
【０１０２】
　第１レンズでは、倍率色収差が補正不足となる傾向が強い。第１レンズの分散が低いほ
ど、倍率色収差が補正不足となる傾向を抑制できる。よって、第１レンズの分散は低いこ
とが望ましい。
【０１０３】
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　第１レンズでは、軸上色収差が補正過剰になる傾向が強い。軸上色収差の補正に対して
は、第１レンズの分散を高くする方が好ましい。しかしながら、倍率色収差の悪化による
弊害の方が、軸上色収差による弊害よりも大きい。そのため、第１レンズでは、軸上色収
差の補正よりも倍率色収差の補正を優先することが好ましい。よって、第１レンズの分散
は低いことが望ましい。
【０１０４】
　レンズに用いられる光学素材には、屈折率が高くなると分散も高くなる傾向がある。こ
れは、高屈折率と低分散の両立には限界があることを意味する。そのため、現実的な屈折
率と分散の組合せには限りがある。第１レンズに用いられる光学素材の選択では、選択肢
が限られる。
【０１０５】
　条件式（４）の数式（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）は、屈折率とアッベ数のバ
ランスを示す数式である。条件式（４）ではこの数式を用いて、屈折率の好ましい範囲と
アッベ数の好ましい範囲を規定している。
【０１０６】
　この数式では、ｎｄ1の値とνｄ1の値が夫々の基準値を上回るよう条件式（６）を満足
し、かつ、ｎｄ1の値とνｄ1の値が共に大きくなるほど、数式の値が大きくなる。よって
、数式（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）の値が大きくなるほど、第１レンズに用い
られる光学素材は、高屈折率でありながら低分散という特徴を備えることになる。その結
果、倍率色収差をより良好に補正できるので、結像性能の向上を図ることができる。
【０１０７】
　尚、ｎｄ1の値とνｄ1の値が夫々の基準値を下回る低屈折率かつ高分散の場合にも、条
件式（４）は正の値をとり得る。よって、条件式（４）と合わせて条件式（６）を満足さ
せる必要がある。
【０１０８】
　この数式では、屈折率とアッベ数の一方が極めて高くても、他方が低い場合には、数式
の値が大きくならない。主に低屈折率起因で下限値を下回る場合、像側凹面の曲率半径が
小さくなり、加工性が悪化する。また、主に低アッベ数起因で下限値を下回る場合、倍率
色収差が悪化する。これらいずれの場合においても、光学系の結像性能が低下する。よっ
て、この数式で、光学系の結像性能の向上可否を表現することができる。
【０１０９】
　数式（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）の値が条件式（４）の下限値を下回ると、
第１レンズの加工性の悪化や、倍率色収差の悪化を招いてしまう。
【０１１０】
　条件式（４）の下限値を下回る主要因が屈折率の低さである場合、第１レンズの像側面
の曲率半径が小さくなる。そのため、第１レンズの加工性が悪化する。その結果、結像性
能が悪化する。
【０１１１】
　条件式（４）の下限値を下回る主要因がアッベ数の低さである場合、倍率色収差の発生
を抑制することが困難になる。その結果、倍率色収差が悪化する。
【０１１２】
　条件式（４）の下限値を下回る主要因が屈折率の低さとアッベ数の低さの両方の場合、
第１レンズの加工性が悪化すると共に、倍率色収差が悪化する。
【０１１３】
　このように、数式（ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）の値が条件式（４）の下限値
を下回ることは望ましくない。
【０１１４】
　条件式（５）及び（７）について説明する。条件式（５）及び（７）は、第２レンズの
屈折率とアッベ数に関する条件式である。
【０１１５】
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　第２レンズにも、基本的に高屈折率、かつ、低分散なレンズを用いることが望ましい。
第２レンズの屈折率が高いほど、像側面の曲率半径を大きくすることができる。そのため
、レンズの加工性を良好にすることができる。その結果、良好な結像性能を確保すること
ができる。よって、第２レンズの屈折率は高いことが望ましい。
【０１１６】
　第２レンズでは、軸上色収差と倍率色収差が、共に補正不足となる傾向が強い。第２レ
ンズの分散が低いほど、軸上色収差が補正不足となる傾向と、倍率色収差が補正不足とな
る傾向を、共に抑制できる。よって、第２レンズの分散は低いことが望ましい。
【０１１７】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、軸上色収差が良好に補正されている。第２レンズ
は、軸上色収差の改善にとって重要なレンズである。そのため、第１レンズよりもアッベ
数が重視される。
【０１１８】
　条件式（５）の数式（ｎｄ2－１．４５）×（νｄ2－３１）は、条件式（４）の数式（
ｎｄ1－１．６３）×（νｄ1－３１）と類似している。しかしながら、条件式（５）では
、屈折率に対する基準値を１．４５に下げている。このようにすることで、条件式（５）
では、よりアッベ数を重視した評価値が得られる。
【０１１９】
　この数式も、ｎｄ2の値とνｄ2の値が夫々の基準値を上回るよう条件式（７）を満足し
、かつ、ｎｄ2の値とνｄ2の値が大きくなるほど、数式の値が大きくなる。よって、数式
（ｎｄ2－１．４５）×（νｄ2－３１）の値が大きくなるほど、第２レンズに用いられる
光学素材は、分散の低さが重視されているにもかかわらず、屈折率が比較的高いという特
徴を備えることになる。この場合、軸上色収差と倍率色収差を良好に補正できるが、特に
軸上色収差をより良好に補正できる。その結果、結像性能の向上を図ることができる。
【０１２０】
　尚、ｎｄ2の値とνｄ2の値が夫々の基準値を下回る低屈折率かつ高分散の場合にも、条
件式（５）は正の値をとり得る。よって、条件式（５）と合わせて条件式（７）を満足さ
せる必要がある。
【０１２１】
　この数式では、屈折率とアッベ数の一方が極めて高くても、他方が低い場合には、数式
の値が大きくならない。主に低屈折率起因で下限値を下回る場合、像側凸面の曲率半径が
小さくなり、加工性が悪化する。また、主に低アッベ数起因で下限値を下回る場合、軸上
色収差と倍率色収差が悪化する。これらいずれの場合においても、光学系の結像性能が低
下する。よって、この数式で、光学系の結像性能の向上可否を表現することができる。
【０１２２】
　数式（ｎｄ2－１．４５）×（νｄ2－３１）の値が条件式（５）の下限値を下回ると、
第１レンズの加工性の悪化や、軸上色収差と倍率色収差の悪化を招いてしまう。
【０１２３】
　条件式（５）の下限値を下回る主要因が屈折率の低さである場合、第２レンズの像側面
の曲率半径が小さくなる。その結果、第２レンズの加工性が悪化する。その結果、結像性
能が悪化する。
【０１２４】
　条件式（５）の下限値を下回る主要因がアッベ数の低さである場合、軸上色収差の発生
と倍率色収差の発生を抑制することが困難になる。その結果、軸上色収差を倍率色収差が
悪化する。
【０１２５】
　条件式（５）の下限値を下回る主要因が屈折率の低さとアッベ数の低さの両方の場合、
第２レンズの加工性が悪化すると共に、軸上色収差と倍率色収差が悪化する。
【０１２６】
　レンズに用いられる光学素材としては、光学結晶、もしくは、狭義の光学ガラスがある
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。以下に、光学素材の具体例と、各光学素材が条件式（４）、（６）や条件式（５）、（
７）を満足しているか否かを示す。○は条件式を満足することを表し、×は条件式を満足
しないことを表している。
【０１２７】
　光学結晶の具体例はサファイアである。光学ガラスの具体例は、S-LAH92、S-LAH58、S-
LAH66、S-LAM3、S-LAL7、S-BAL35である。これらの光学ガラスは、何れも株式会社オハラ
製の光学ガラスである。
 
名称         屈折率      アッベ数     条件式     条件式
             ｎｄ         νｄ       (4),(6)     (5),(7)
サファイア   1.7682       71.79         ○          ○
S-LAH92      1.8919       37.13         ×          ×
S-LAH58      1.883        40.76         ○          ×
S-LAH66      1.7725       34.97         ○          ○
S-LAM3       1.717        47.92         ×          ×
S-LAL7       1.6516       58.55         ×          ○
S-BAL35      1.58913      61.14         ×          ×
【０１２８】
　レンズに用いられる光学素材は、光学結晶や狭義の光学ガラスに限られない。例えば、
光学樹脂もレンズに用いることができる。この場合、第１レンズや第２レンズの光学素材
として使用できるのは、条件式（４）、（６）と条件式（５）、（７）を満足する光学樹
脂に限られる。ただし、民生用のレンズに多用されるアクリル系の光学樹脂、ポリカーボ
ネート系の光学樹脂及びポリオレフィン系の光学樹脂は、条件式（４）、（６）と条件式
（５）、（７）を満足しない。
【０１２９】
　本実施形態の内視鏡対物光学系は、条件式（１）、（２）、（３）を満足している。よ
って、第１レンズと第２レンズの位置、曲率半径及び屈折力に関する適切な構成を実現で
きる。また、条件式（４）、（５）、（６）、（７）を満足している。よって、第１レン
ズと第２レンズの光学素材に関して、最適な選択が可能となる。
【０１３０】
　このように、本実施形態は、超小型化した内視鏡対物光学系の適切な構成を実現するの
に有用である。さらに、第２レンズの光学素材に関する条件式（５）を満足することによ
り、従来の２枚のレンズからなる内視鏡対物光学系に比べて、より軸上色収差を改善する
ことができる。軸上色収差の改善については、実施例１で詳細に説明する。
【０１３１】
　本実施形態の内視鏡対物光学系の具体的な構成例を説明する。図１は、撮像ユニットの
構成を示す断面図である。撮像ユニットは、物体側サブユニットと、像側サブユニットと
、を有する。
【０１３２】
　物体側サブユニットは、本実施形態の内視鏡対物光学系と、レンズ枠ＬＢと、を有する
。像側サブユニットは、イメージャと、イメージャ枠ＩＢと、を有する。内視鏡対物光学
系の像面には、イメージャの撮像面ＩＳが位置している。
【０１３３】
　図１に示す撮像ユニットでは、本実施形態の内視鏡対物光学系は、物体側から順に、負
の屈折力を有する第１レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、正の屈折力を有する第２レンズ
Ｌ２と、を有している。第１レンズＬ１の像側面は、像側に凹の面である。第２レンズＬ
２の像側面は、像側に凸の面である。
【０１３４】
　このように、本実施形態の内視鏡対物光学系では、屈折力を有する光学部材は、第１レ
ンズＬ１と第２レンズＬ２の２つのみである。よって、内視鏡対物光学系の結像性能は、
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この２つのレンズが担うことになる。また、内視鏡対物光学系の光学仕様の実現も、この
２つのレンズで行うことになる。
【０１３５】
　本実施形態の内視鏡対物光学系の特徴は、適切なバックフォーカスの確保、光学系の全
長の短縮及び軸上色収差の良好な補正を、２つのレンズで実現している点にある。ただし
、実際には、内視鏡対物光学系は２つのレンズだけで構成されているわけではない。例え
ば、第１レンズと第２レンズとの間や、第２レンズの像側に、レンズ以外の光学部材が配
置される。
【０１３６】
　図１に示す撮像ユニットでは、第１レンズＬ１と第２レンズＬ２との間には、フィルタ
平板ＦＰが配置されている。第２レンズＬ２と撮像面ＩＳとの間に、枠固定用の光学平板
ＯＰと、イメージャ封止用の光学平板ＩＰＰと、が配置されている。光学平板ＩＰＰを挟
んで光学平板ＯＰの反対側に、イメージャ基板ＩＣが配置されている。
【０１３７】
　撮像ユニットにおいて、光学性能に影響を及ぼす光学部材は、第１レンズＬ１、フィル
タ平板ＦＰ、第２レンズＬ２、光学平板ＯＰ、及び光学平板ＩＰＰである。フィルタ平板
ＦＰ、光学平板ＯＰ及び光学平板ＩＰＰは、それぞれが重要な役割を有している。
【０１３８】
　フィルタ平板ＦＰについて説明する。上述のように、ビデオスコープでは、対物光学系
で形成された像をイメージャで撮像することで、物体の画像の取得が行われる。取得され
た画像では、物体の色ができるだけ適切に再現されている必要がある。
【０１３９】
　画像における物体の色は、主に、撮像ユニットの分光透過率特性、すなわち、内視鏡対
物光学系の分光透過率特性と、イメージャの分光感度特性と、によって決まる。フィルタ
平板ＦＰは、内視鏡対物光学系に所望の分光透過率特性を持たせるために必要な光学部材
である。
【０１４０】
　イメージャとしては、例えば、固体撮像素子がある。固体撮像素子は、青色の波長域や
緑色の波長域（以下、各々、「Ｂバンド」、「Ｇバンド」という）に比べて、赤色の波長
域や近赤外の波長域（以下、各々、「Ｒバンド」、「ＮＩＲバンド」という）で高い感度
を有しているとする。ここで、内視鏡対物光学系の分光透過率は、ＢバンドからＮＩＲバ
ンドまで、ほぼ一定だとする。この場合、取得された画像では、物体が持つ本来の色より
も赤色が強調されてしまう。
【０１４１】
　このような場合、ＮＩＲバンドの光を吸収するフィルタ平板ＦＰを、内視鏡対物光学系
内に配置する。このようにすることで、取得された画像において、赤色に対する強調を弱
めることができる。その結果、物体が持つ本来の色を適正に再現することができる。
【０１４２】
　フィルタ平板ＦＰには、吸収型のフィルタや反射型のフィルタを用いることができる。
反射型のフィルタでは、無色透明な平板の表面に、干渉膜が積層されている。このような
反射型のフィルタを内視鏡対物光学系に配置すれば、不要な波長域の光を反射させること
ができる。
【０１４３】
　また、例えば、ビデオスコープでは、物体を観察しながらレーザー光の照射による処置
が行われる。処置に使用されるレーザー光の光強度は、観察光の光強度よりもはるかに大
きい。そのため、レーザー光の光強度を小さくせずに処置を行うと、画像が真っ白な状態
（以下、「画像飽和」という）が生じてしまう。画像飽和が生じると、処置の様子を観察
することができない。
【０１４４】
　このような場合、処置用レーザー光を選択的に反射するフィルタ平板ＦＰを、内視鏡対
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物光学系に配置すれば良い。このようにすることで、画像飽和の発生を防止することがで
きる。この場合のフィルタ平板ＦＰの光学面には、処置用レーザー光を選択的に反射する
多層干渉膜が形成されている。この多層干渉膜は、処置用レーザー光の波長域に対して反
射率が高い特性を有する。
【０１４５】
　このように、内視鏡対物光学系内へのフィルタ平板ＦＰの配置の可否は、撮像ユニット
における適切な分光透過率特性の確保と、取得された画像における適切な色再現の確保に
大きく影響する。
【０１４６】
　光学平板ＩＰＰについて説明する。光学平板ＩＰＰによって、撮像面へのごみの付着を
防止することや、湿気や接触等から撮像面を保護することができる。このように、光学平
板ＩＰＰは、イメージャにとって必須の光学部材である。光学平板ＩＰＰは、イメージャ
製造時にイメージャ基板ＩＣと一体化される。イメージャは、光学平板ＩＰＰとイメージ
ャ基板ＩＣが一体化された状態で出荷される。
【０１４７】
　光学平板ＯＰについて説明する。通常、撮像面ＩＳの形状は、非円形である。そのため
、イメージャ単体では、イメージャ枠ＩＢの中心軸に対する偏心精度を高くすることが困
難である。像側ユニットでは、イメージャ枠ＩＢに対するイメージャの心出しと、イメー
ジャ枠ＩＢによるイメージャの保持とが、光学平板ＯＰを介して行われる。
【０１４８】
　心出しと保持とを行うために、光学平板ＯＰを円形の平板とし、イメージャ枠ＩＢに光
学平板ＯＰと嵌合する丸穴を形成している。このようにすると、光学平板ＯＰとイメージ
ャ枠ＩＢとの偏心精度は、嵌合誤差程度に抑えられる。そのため、光学平板ＯＰをイメー
ジャ枠ＩＢに挿入するだけで、光学平板ＯＰの中心軸とイメージャ枠ＩＢの中心軸とを、
高い精度で一致させることができる。
【０１４９】
　上述のように、光学平板ＯＰとイメージャ枠ＩＢとの偏心精度は、嵌合誤差程度に抑え
られている。よって、光学平板ＯＰとイメージャとの心出しと接着を予め行っておけば、
光学平板ＯＰをイメージャ枠ＩＢに挿入することで、イメージャ枠ＩＢの中心軸に対する
イメージャの偏心精度を高めることができる。
【０１５０】
　後述のように、イメージャ枠ＩＢの中心軸は、内視鏡対物光学系の光軸と見なすことが
できる。よって、光軸に対するイメージャの偏心精度を容易に高めることができる。
【０１５１】
　また、光学平板ＯＰをイメージャ枠ＩＢに挿入するという簡単な作業で、イメージャを
イメージャ枠ＩＢに保持することができる。よって、組立性を高めることができる。
【０１５２】
　このように、光学平板ＯＰを用いることで、高い偏心精度の確保と高い組立性を両立さ
せることができる。
【０１５３】
　光学部材は、枠構造や組立方法も含めて実装の制約に強く関与する。超小型実装の可能
性を説明するには、光学部材と枠構造との関係についての説明や、組立方法についての説
明が不可欠である。よって、光学部材と枠構造との関係や、組立方法について、物体側サ
ブユニットと像側サブユニットを用いて説明する。
【０１５４】
　物体側サブユニットでは、第１レンズＬ１、フィルタ平板ＦＰ及び第２レンズＬ２は、
レンズ枠ＬＢで直接保持されている。フィルタ平板ＦＰは、第１レンズＬ１と第２レンズ
Ｌ２との間に位置している。
【０１５５】
　明るさ絞りＡＳは、薄板で構成されている。明るさ絞りＡＳは、第２レンズＬ２の物体



(19) JP WO2018/220937 A1 2018.12.6

10

20

30

40

50

側面の近傍に位置している。明るさ絞りＡＳが第２レンズＬ２の物体側面に位置する場合
、明るさ絞りＡＳを第２レンズＬ２の物体側に貼付することができる。この場合、明るさ
絞りＡＳは、第２レンズＬ２を介してレンズ枠ＬＢに保持される。
【０１５６】
　フレア絞りＦＳは、薄板で構成されている。フレア絞りＦＳは、物体からの不要光をカ
ットする目的で配置されている。図１では、フレア絞りＦＳは、第１レンズＬ１とフィル
タ平板ＦＰとの間に位置している。
【０１５７】
　像側サブユニットでは、光学平板ＯＰは、イメージャ枠ＩＢで直接保持されている。光
学平板ＯＰと光学平板ＩＰＰとは接合されている。また、光学平板ＩＰＰとイメージャ基
板ＩＣとは接合されている。光学平板ＩＰＰとイメージャ基板ＩＣは、光学平板ＯＰを介
してイメージャ枠ＩＢによって保持されている。
【０１５８】
　第１レンズＬ１の外周面は、円筒面である。レンズ枠ＬＢの左側には、第１レンズＬ１
と嵌合する丸穴が形成されている。フィルタ平板ＦＰの外周面と第２レンズＬ２の外周面
は、共に円筒面である。レンズ枠ＬＢの右側には、フィルタ平板ＦＰや第２レンズＬ２と
嵌合する丸穴が形成されている。
【０１５９】
　物体側サブユニットの組立手順を説明する。まずは、レンズ枠ＬＢの左側からフレア絞
りＦＳと第１レンズＬ１を落とし込む。その後、レンズ枠ＬＢと第１レンズＬ１を接着、
もしくは、はんだ付け等の手段で水密接合する。続けて、レンズ枠ＬＢの右側からフィル
タ平板ＦＰ、明るさ絞りＡＳ、第２レンズＬ２を落とし込む。その後、レンズ枠ＬＢと第
２レンズＬ２を接着する。
【０１６０】
　以上の手順により、レンズ枠ＬＢによる内視鏡対物光学系の保持が実現できる。また、
第１レンズＬ１、フィルタ平板ＦＰ及び第２レンズＬ２は、正確に位置決めされる。よっ
て、内視鏡対物光学系の焦点距離が正確に確定された対物ユニットを作成できる。
【０１６１】
　第１レンズＬ１とレンズ枠ＬＢとの偏心精度や、第２レンズＬ２とレンズ枠ＬＢとの偏
心精度は、共に、嵌合誤差程度に抑えられる。よって、レンズ枠ＬＢの中心軸は、内視鏡
対物光学系の光軸と見なすことができる。
【０１６２】
　像側サブユニットの組立手順を説明する。まずは、光学平板ＯＰの外径中心と撮像面Ｉ
Ｓの撮像中心とが一致するように、光学平板ＯＰとイメージャとの位置を調整する。調整
が完了したら、光学平板ＩＰＰと光学平板ＯＰとを光学接着剤で接着する。その後、イメ
ージャ枠ＩＢの右側から、光学平板ＯＰ部分を落とし込む。その際、光学平板ＯＰの外周
面に接着剤を塗布しておく。このようにすることで、イメージャ枠ＩＢと光学平板ＯＰと
を、接着によって固定することができる。
【０１６３】
　撮像面ＩＳの形状は、非円形である。そのため、イメージャ単体では、イメージャ枠Ｉ
Ｂの中心軸に対する偏心精度を高くすることが困難である。しかしながら、以上の手順で
撮像ユニットを組み立てることで、イメージャを、十分な偏心精度でイメージャ枠ＩＢに
固定することができる。
【０１６４】
　物体側サブユニットと像側サブユニットとを結合する方法について説明する。２つのユ
ニットを結合することで、撮像ユニットが完成する。物体側サブユニットと像側サブユニ
ットの結合は、レンズ枠ＬＢとイメージャ枠ＩＢとの結合によって行われる。
【０１６５】
　レンズ枠ＬＢの外周面は円筒面である。イメージャ枠ＩＢの左側には、レンズ枠ＬＢと
勘合する丸穴が形成されている。このようにすると、レンズ枠ＬＢとイメージャ枠ＩＢと
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の偏心精度は、嵌合誤差程度に抑えられる。そのため、レンズ枠ＬＢをイメージャ枠ＩＢ
に挿入するだけで、レンズ枠ＬＢの中心軸とイメージャ枠ＩＢの中心軸とを、高い精度で
一致させることができる。
【０１６６】
　上述のように、レンズ枠ＬＢの中心軸は、内視鏡対物光学系の光軸と見なすことができ
る。そして、レンズ枠ＬＢの中心軸とイメージャ枠ＩＢの中心軸とは、高い精度で一致し
ている。よって、イメージャ枠ＩＢの中心軸は、内視鏡対物光学系の光軸と見なすことが
できる。その結果、光軸に対するイメージャの偏心精度を容易に高めることができる。
【０１６７】
　また、このような構造であれば、レンズ枠ＬＢとイメージャ枠ＩＢとを光軸方向に移動
させることで、第２レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間隔を変更できる。そのため、ピント
調整が可能になる。
【０１６８】
　レンズ枠ＬＢの外周面とイメージャ枠ＩＢの内周面との隙間は、非常に小さい。そのた
め、ピント調整時、物体側サブユニットと像側サブユニットとの偏心を少なくすることが
できる。
【０１６９】
　ピント調整では、嵌合部に接着剤を塗布する。そして、画像を見ながら、例えば、像側
サブユニットを固定した状態で物体側サブユニットを移動させる。ピントの合った画像が
得られる位置で、物体側サブユニットを静止させ、その後、接着剤を硬化させる。
【０１７０】
　以上の手順により、各光学部材の製造誤差に依存せず、適切なピント調整がなされた撮
像ユニットを提供することができる。
【０１７１】
　上述の枠構造想定に基づいた光学構成について詳細に説明する。
【０１７２】
　第１レンズＬ１と第２レンズＬ２からなるレトロフォーカス型の光学系は、上述の枠構
造との組合せによって、機能、品質、組立性、部品加工性の全てを成立させることに対し
て、大きく寄与する。
【０１７３】
　第１レンズＬ１と第２レンズＬ２からなる光学系は、長いバックフォーカスを確保でき
ることから、光学平板ＩＰＰ、光学平板ＯＰの配置を可能とし、更には、ピント調整に必
要な間隔の確保を可能とする。これにより、高い部品精度と高い組立精度の要求をされる
こと無く、偏心やピント等の光学品質を確保できる。
【０１７４】
　さらに、第１レンズＬ１と第２レンズＬ２との間に、物体空間における主光線の傾きよ
りも傾きが小さく、光線高の低い領域が作れる。そのため、２つのレンズの間にフィルタ
平板ＦＰの配置が可能である。光学系中にフィルタ平板ＦＰが配置できれば、分光的な要
求、例えば、高い色再現性や特定波長域の光の減衰等の要求に応えられる。
【０１７５】
　このように、本実施形態の内視鏡対物光学系は、サイズの大きい内視鏡対物光学系と比
べても、組立調整、部品精度、フィルタ機能等で見劣りする部分は無い。よって、本実施
形態の内視鏡対物光学系は、超小型想定であるにも関わらず、サイズの大きい内視鏡対物
光学系と同様の実装要求に応えられる。
【０１７６】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第２レンズの像側面は、非球面であり、非球面は
、中心よりも周辺で曲率が小さい非球面であることが好ましい。
【０１７７】
　第２レンズの像側面は、中心よりも周辺で曲率が小さくなる非球面とすることが好まし
い。このようにすると、球面収差を補正できる。
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【０１７８】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、条件式（１）～（３）を満足しても、コマ収差や
非点収差が残存する。第２レンズの像側面を非球面にすることで、この残存するコマ収差
や非点収差を、より好ましく補正できる。
【０１７９】
　例えば、広角化を優先して数式ＬsL2i／ＲL2iの絶対値を１より大きくした場合、非球
面の軸上における曲率半径ＲL2iの絶対値は、ＬsL2iよりも小さくなる。そのため、軸上
付近では明るさ絞りに対するコンセントリック性が低下する。
【０１８０】
　しかしながら、本実施形態の内視鏡対物光学系では、第２レンズの像側面に、中心より
も周辺で曲率が小さくなる非球面を設けている。そのため、像側面の周辺部での局所的な
曲率中心の位置を、明るさ絞り側に近づけられる。その結果、軸外の像点における主光線
の屈折を抑制できる。この作用により、軸外の像点におけるコンセントリック性の悪化を
回避できる。その結果、コマ収差や非点収差を低減できる。
【０１８１】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第２レンズは、平凸レンズであることが好ましい
。
【０１８２】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第２レンズは、両凸レンズであり、第２レンズの
物体側面は、物体側に凸の球面であることが好ましい。
【０１８３】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第２レンズは、両凸レンズであり、第２レンズの
物体側面は、物体側に凸の面であり、第２レンズの物体側面は、非球面であり、物体側面
の非球面は、中心よりも周辺で曲率が小さくなる非球面であることが好ましい。
【０１８４】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第２レンズは、凸メニスカスレンズであり、第２
レンズの物体側面は、周辺で負の屈折力を有する非球面であることが好ましい。
【０１８５】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第１レンズの素材はサファイアであることが好ま
しい。
【０１８６】
　内視鏡対物光学系では、滅菌や消毒に対する耐久性を高めるために、枠に対して第１レ
ンズをはんだ付けで固定する場合がある。はんだ付けでは、温度変化による膨張収縮に伴
いレンズが破壊することがある。そのため、レンズの素材には、膨張収縮に対して高い強
度が求められる。サファイアは強度が非常に高い材料である。第１レンズの素材をサファ
イアにすることで、第１レンズの枠に対するはんだ付けが可能となる。
【０１８７】
　本実施形態の内視鏡対物光学系では、第２レンズの素材の転移点が６２０℃以下の低転
移点ガラスであることが好ましい。
【０１８８】
　本実施形態内視鏡対物光学系では、第２レンズの素材として主に光学ガラスを想定して
いる。第２レンズが平凸球面レンズの場合は、ボールレンズ加工、平面研磨、心取りの手
順で製造可能である。
【０１８９】
　平凸球面レンズによる収差補正よりも更に良好な収差補正を行う場合、第２レンズの物
体側に屈折力を与えれば良い。このようにすることで、設計の自由度を増加できる。ただ
し、両凸形状や凸メニスカス状の微小レンズの研磨加工は極めて難易度が高い。そのため
、第２レンズの形状を両凸形状や凸メニスカス形状にする場合、第２レンズの製造にはガ
ラスモールドによる製造が有効である。
【０１９０】
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　また、像側面に非球面を用いる場合、非球面の切削加工はコスト高となる。そのため、
第２レンズの像側面に非球面を用いる場合、第２レンズの製造にはガラスモールドによる
製造が有効である。
【０１９１】
　ガラスモールドでは、素材の転移点が低いほど、温度に起因する金型への負担を小さく
抑えられる。よって、第２レンズの製造でガラスモールドを選択する場合は、第２レンズ
の素材に、転移点が６２０℃以下の素材を用いることが望ましい。
【０１９２】
　転移点が６２０℃以下の条件を、市販の低転移点ガラスが概ね満足する。よって、第２
レンズの素材として、低転移点ガラスを用いることができる。
【０１９３】
　本実施形態の内視鏡は、本実施形態の内視鏡対物光学系と、内視鏡対物光学系で形成さ
れた像を撮像する撮像素子と、を有することを特徴とする。
【０１９４】
　本実施形態の内視鏡システムは、本実施形態の内視鏡と、画像処理装置と、を有し、内
視鏡は、画像補正用データを保持する記憶部を有し、画像補正用データは、内視鏡対物光
学系の設計データに基づいて作成された倍率補正データを含み、倍率補正データは、撮像
素子による撮像で得られた画像における倍率色収差を補正するデータであり、画像処理装
置は、Ｒバンド、Ｇバンド及びＢバンドのうち１つ以上のバンドに対して、倍率補正デー
タに基づく倍率色収差を補正することを特徴とする。
【０１９５】
　内視鏡の画像のコントラストを低下させる要因の１つに、倍率色収差がある。本実施形
態の内視鏡対物光学系は２つのレンズしか用いられていないので、倍率色収差は補正が困
難な収差になる。
【０１９６】
　また、本実施形態の内視鏡対物光学系は、倍率色収差に対して逆補正の要因となるレン
ズ、例えば接合レンズを有していない。そのため、本実施形態の内視鏡対物光学系では、
倍率色収差は、補正不足の傾向になる。しかも、補正不足の傾向を持つ倍率色収差が、ほ
ぼ像高に比例して発生する。
【０１９７】
　倍率色収差を持つ像は、イメージャで撮像される。撮像で得られた画像は、倍率色収差
を有している。
【０１９８】
　倍率色収差は、色別の結像倍率の違いである。倍率色収差を持つ画像では、物体の像の
大きさが、Ｒバンド、Ｇバンド及びＢバンドの各々で異なる。よって、バンド別に電気的
な画像拡大、又は画像縮小を行うことで、倍率色収差を補正することが可能である。
【０１９９】
　本実施形態の内視鏡システムは、画像処理装置を有している。よって、画像処理装置で
、バンド別に電気的な画像拡大、又は画像縮小を行えば、倍率色収差を適切に補正するこ
とが可能となる。画像処理装置は、例えば、ビデオプロセッサとも呼ばれる。
【０２００】
　倍率色収差の電気的な補正では、画像補正用データが用いられる。画像補正用データは
、内視鏡に設けられた記憶部に記憶されている。画像補正用データは、内視鏡対物光学系
の設計データに基づいて作成された倍率補正データを含んでいる。倍率補正データは、撮
像素子による撮像で得られた画像における倍率色収差を補正するデータである。
【０２０１】
　倍率補正データは、内視鏡対物光学系の設計データに依存する。よって、倍率補正デー
タは、内視鏡対物光学系とペアになっていることが望ましい。倍率補正データを、内視鏡
の記憶部に格納しておくのが望ましい。
【０２０２】
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　画像処理装置は、接続された内視鏡から内視鏡対物光学系の識別データを読み込む。そ
して、接続された内視鏡対物光学系とペアとなる倍率補正データを読み出す。読み出した
倍率補正データに基づいて、バンド別に電気的な画像拡大、又は画像縮小を行う。電気的
な画像拡大、又は画像縮小では、線形拡大、又は線形縮小が行われる。
【０２０３】
　Ｒバンド、Ｇバンド及びＢバンドのうち１つ以上のバンドに対して、倍率補正データに
基づく倍率色収差の補正が行われる。よって、倍率色収差の電気的な補正においては、Ｒ
バンド、Ｇバンド及びＢバンドの全てに対して、電気的な画像拡大、又は画像縮小を行う
必要はない。
【０２０４】
　例えば、電気的な画像拡大、又は画像縮小を行わない基準バンドを設けて、残り２つの
バンドに対して、電気的な画像拡大、又は画像縮小を行うことでも良い。又は、基準バン
ドに対して倍率色収差の大きいバンドのみについて、電気的な画像拡大、又は画像縮小を
行うことでも良い。
【０２０５】
　以下に、内視鏡対物光学系の実施例を、図面に基づいて詳細に説明する。なお、この実
施例によりこの発明が限定されるものではない。
【０２０６】
　各実施例のレンズ断面図について説明する。（ａ）はレンズ断面図を示している。各実
施例におけるレンズ断面図には、軸上像と最大像高に到達する光線を表示している。
【０２０７】
　各実施例の収差図について説明する。（ｂ）は球面収差（ＳＡ）、（ｃ）は非点収差（
ＡＳ）、（ｄ）は歪曲収差（ＤＴ）、（ｅ）はコマ収差（ＣＭ）を示している。
【０２０８】
　また、各収差図において、横軸は収差量を表している。球面収差と非点収差とコマ収差
については、収差量の単位はｍｍである。また、ディストーションについては、収差量の
単位は％である。像高の単位はｍｍである。ＦｎｏはＦナンバーである。また、収差曲線
の波長の単位はｎｍである。球面収差はｄ線（実線）とｇ線（点線）の２つの収差を示し
ている。非点収差はメリジオナル（点線）とサジタル（実線）の２つの収差を示している
。
【０２０９】
（実施例１）
　実施例１に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例１の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、物体側
に平面を向けた平凸正レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、平凸正レンズＬ２の
物体側面に位置している。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、平凸正レンズＬ２は第２レン
ズである。
【０２１０】
　実施例１の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２６３ｍｍ、Ｆｎｏ３．５２９である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡の対物光学系への適用を想定した仕様である。
【０２１１】
　平凹負レンズＬ１と平凸正レンズＬ２との間に、フレア絞りＦＳとフィルタ平板ＦＰと
が配置されている。平凸正レンズＬ２の像側に、光学平板ＯＰと光学平板ＩＰＰとが配置
されている。内視鏡対物光学系の像位置には、撮像面ＩＳが配置されている。
【０２１２】
　平凹負レンズＬ１は、外径がΦ０．８６ｍｍ、中肉厚が０．２ｍｍ、像側面の曲率半径
が０．３ｍｍのレンズである。
【０２１３】
　平凹負レンズＬ１では、レンズを枠にはんだ付けすることを想定し、素材にサファイア
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が用いられている。サファイアの屈折率は１．７６８２で、アッベ数は７１．７９である
。サファイアの屈折率と略同じ屈折率を持つ光学ガラスと比べると、サファイアの方が低
分散である。よって、サファイアは、平凹負レンズＬ１の素材として好適である。
【０２１４】
　フレア絞りＦＳは、厚みが０．０３ｍｍの薄板で構成されている。この薄板に、直径が
０．３２ｍｍの開口が形成されている。フレア絞りＦＳは、フレアを誘発する視野外から
の不要光をカットする。
【０２１５】
　フィルタ平板ＦＰは、厚みが０．３ｍｍの色補正フィルタを素材としている。色補正フ
ィルタは、近赤外の波長域の光を吸収する特性を有している。更に、フィルタ平板ＦＰで
は、Ｎｄ：ＹＡＧレーザーを反射させる多層膜が両面にコーティングされている。これに
より、Ｎｄ：ＹＡＧレーザーで粘膜を処置する際に、画像飽和の発生を防止することがで
きる。
【０２１６】
　明るさ絞りＡＳは、厚みが０．０１ｍｍの薄板で構成されている。この薄板に、直径が
Φ０．１４ｍｍの開口が形成されている。
【０２１７】
　開口の大きさに対して厚みが大きすぎる場合、開口のエッジで光の反射や光の散乱が生
じる。反射光や散乱光はフレアの原因になる可能性がある。このように、開口の大きさに
対して厚みが大きすぎると、フレアが問題となる。実施例１の内視鏡対物光学系では、明
るさ絞りＡＳの開口は極めて小さいため、厚みを薄くしている。
【０２１８】
　光学設計では、明るさ絞りＡＳの厚みをゼロとしている。明るさ絞りＡＳは、軸上マー
ジナル光線高が高く、軸上光束径を決定する位置、すなわち、平凸正レンズＬ２側に配置
されている。
【０２１９】
　平凸正レンズＬ２は、外径が０．５２ｍｍ、中肉厚が０．４５ｍｍのレンズである。平
凸正レンズＬ２では、レンズの加工性と組立性を考慮して、０．３ｍｍの縁肉の厚みが確
保されている。
【０２２０】
　縁肉の厚みを小さくし過ぎると、ピンセットやヤトイによるレンズの把持が困難となる
。その結果、レンズの製造や組立時の作業性が悪化する。また、平凸正レンズＬ２をレン
ズ枠に接着固定する際の接着代も必要である。以上の理由により、平凸正レンズＬ２につ
いては、０．３ｍｍ程度の縁肉の厚みを確保する必要がある。
【０２２１】
　実施例１では、第２レンズの像側面に、非球面が用いられている。具体的には、平凸正
レンズＬ２では、像側面は、周辺で曲率が小さくなる形状の非球面である。非球面の軸上
における曲率半径は、０．２７１８ｍｍである。
【０２２２】
　平凸正レンズＬ２については、ガラスモールドでの製造を想定している。よって、平凸
正レンズＬ２の素材には、低転移点ガラスであるＬ－ＬＡＬ１２（株式会社オハラ製）を
用いている。
【０２２３】
　Ｌ－ＬＡＬ１２の転移点は、５６２℃である。この温度は、高屈折率で低分散の光学ガ
ラスとしては比較的低温である。Ｌ－ＬＡＬ１２の屈折率は１．６７７９で、アッベ数は
５４．８９である。Ｌ－ＬＡＬ１２は、屈折率と分散のバランスが良いので、平凸正レン
ズＬ２用として好適なガラスの一つである。
【０２２４】
　光学平板ＯＰは、直径が０．６２ｍｍの円板である。光学平板ＯＰは、光学接着剤で、
光学平板ＩＰＰと接合される。光学平板ＩＰＰと接合する前に、光学平板ＯＰと光学平板
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ＩＰＰとで心出しが行われる。光学平板ＩＰＰの中心軸と撮像面ＩＳの中心は一致してい
るとすると、光学平板ＯＰと光学平板ＩＰＰとで心出し調整を行えば、イメージャの撮像
面ＩＳの中心と光学平板ＯＰの中心軸とを一致させることができる。
【０２２５】
　心出し調整が終わると、光学接着剤を硬化させる。光学接着剤には、作業性の良いＵＶ
硬化型の接着剤を採用することが望ましい。そのため、光学平板ＯＰの素材には、ＵＶ透
過率の高いガラスを用いる。一般的に、低屈折率で低分散なガラスでは、ＵＶ透過率は高
い。そのため、光学平板ＯＰには、低屈折率で低分散なガラスを用いる。
【０２２６】
　内視鏡対物光学系は、複数の光学部材で構成されている。各光学部材は、製造誤差によ
って、例えば、厚みにばらつきが生じる。そのため、設計値通りに各光学部材を配置して
も、内視鏡対物光学系ごとでピント位置が異なる。このようなことから、内視鏡対物光学
系ごとでピント調整が必要になる。
【０２２７】
　平凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間の空気間隔は、ピント調整に用いることができ
る。ピント調整では、平凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間隔を変えることで、ピント
の変動を吸収する。ピント調整では、±０．０５ｍｍ以上の調整幅が必要である。よって
、ピント調整間隔は少なくとも０．１ｍｍ以上必要である。
【０２２８】
　平凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間隔が小さ過ぎると、平凸正レンズＬ２と光学平
板ＯＰとが衝突するリスクが生じる。実施例１の内視鏡対物光学系では、平凸正レンズＬ
２と光学平板ＯＰとの間の空気間隔は０．２７９ｍｍである。よって、ピント調整に必要
な間隔が、十分に確保されている。
【０２２９】
　上述のように、本実施形態の内視鏡対物光学系では、従来の２枚のレンズからなる内視
鏡対物光学系に比べて、軸上色収差がより改善されている。以下、軸上色収差の改善につ
いて説明する。
【０２３０】
　軸上色収差の評価には、軸上色収差評価値ＶLCAを用いる。また、実施例との比較には
、特許文献４の実施例１～５（以下、「比較例１～５」という）を用いる。
【０２３１】
　軸上色収差評価値ＶLCAは、以下の式で表わされる。
　ＶLCA＝ΔLCAgd／ｆ
　ここで、
　ΔLCAgdは、ｄ線を基準としたときのｇ線における軸上色収差量、
　ｆは、内視鏡対物光学系の焦点距離、
である。
【０２３２】
　本実施形態の内視鏡対物光学系は、白色光観察だけでなく、狭帯域光観察にも用いられ
ることを想定している。狭帯域光観察では、可視光の波長域のうちの短波長側の波長域が
用いられる。よって、軸上色収差の評価では、ｇ線の軸上収差量を用いている。また、焦
点距離の違いによる影響を排除するため、焦点距離で規格化している。
【０２３３】
　ＶLCAの絶対値が小さいほど、軸上色収差が小さくなる。よって、ＶLCAの絶対値は、小
さいことが望ましい。
【０２３４】
　実施例１におけるＶLCAの値と、比較例１～５におけるＶLCAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶLCA
　実施例　１　　－６．６％
　比較例　１　－１１．９％
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　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０２３５】
　実施例１におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなってい
る。よって、実施例１における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０２３６】
　改善された理由は、条件式（５）を満足する素材を平凸正レンズＬ２に用いたことであ
る。このように、平凸正レンズＬ２の素材選択が、軸上色収差の改善に支配的な要因にな
る。軸上色収差の改善は、条件式（５）に基づく素材選択の効果によるものといえる。
【０２３７】
（実施例２）
　実施例２に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例２の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、物体側
に平面を向けた平凸正レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、平凸正レンズＬ２の
物体側面に位置している。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、平凸正レンズＬ２は第２レン
ズである。
【０２３８】
　実施例２の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２６６ｍｍ、Ｆｎｏ３．５６２である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡の対物光学系への適用を想定した仕様である。
【０２３９】
　実施例２の内視鏡対物光学系では、最大像高と画角は、実施例１の内視鏡対物光学系と
同一である。また、実施例２の平凹負レンズＬ１は、実施例１の平凹負レンズＬ１と同一
である。
【０２４０】
　実施例１の内視鏡対物光学系との主な相違点は、第２レンズの素材の屈折率である。実
施例２では、第２レンズの素材を、より高屈折率の素材に変更している。
【０２４１】
　平凸正レンズＬ２では、外径が０．５２ｍｍで、縁肉の厚みが０．３ｍｍになっている
。このように、外径と縁肉の厚みは、実施例１の平凸正レンズＬ２と同じである。ただし
、中肉厚は０．４３ｍｍで、実施例１の平凸正レンズＬ２の中肉厚よりも薄い。
【０２４２】
　平凸正レンズＬ２では、像側面は、周辺で曲率が小さくなる形状の非球面である。非球
面の軸上における曲率半径は、０．３００６ｍｍである。
【０２４３】
　平凸正レンズＬ２については、ガラスモールドでの製造を想定している。実施例２では
、平凸正レンズＬ２の素材には、Ｌ－ＬＡＨ９１（株式会社オハラ製）を用いている。こ
の点が、実施例１と異なる。
【０２４４】
　Ｌ－ＬＡＨ９１の転移点は、６１１℃である。この温度は、高屈折率で低分散の光学ガ
ラスとしては比較的低温である。Ｌ－ＬＡＨ９１は低転移点ガラスであるが、実施例１の
Ｌ－ＬＡＬ１２よりも屈折率が高い。Ｌ－ＬＡＨ９１の屈折率は１．７６４５で、アッベ
数は４９．０９である。Ｌ－ＬＡＨ９１も、屈折率と分散のバランスが良いので、平凸正
レンズＬ２用として好適なガラスの一つである。
【０２４５】
　実施例２の平凸正レンズＬ２では、非球面の軸上における曲率が、実施例１よりも小さ
い。このように、平凸正レンズＬ２の素材の屈折率を高くすることで、非球面の軸上にお
ける曲率を小さくすることができる。このようにすることで、ガラスモールド用金型の加
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工性を、実施例１よりも改善できる。
【０２４６】
　実施例２の内視鏡対物光学系では、平凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間の空気間隔
は０．２６８ｍｍである。よって、ピント調整に必要な間隔が、十分に確保されている。
【０２４７】
　軸上色収差の改善について説明する。実施例２におけるＶLCAの値と、比較例１～５に
おけるＶLCAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶLCA
　実施例　２　　－７．５％
　比較例　１　－１１．９％
　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０２４８】
　実施例２におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなってい
る。よって、実施例２における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０２４９】
　実施例２におけるＶLCAの値は－７．５％で、実施例１におけるＶLCAの値は－６．６％
である。絶対値で比較すると、実施例２におけるＶLCAの値は、実施例１におけるＶLCAの
値よりも大きくなっている。
【０２５０】
　このように、実施例２では、軸上色収差は、実施例１に比べて少し悪化している。悪化
の理由は、平凸正レンズＬ２の素材の分散が大きくなったことである。
【０２５１】
（実施例３）
　実施例３に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例３の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、物体側
に平面を向けた平凸正レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、平凸正レンズＬ２の
物体側面に位置している。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、平凸正レンズＬ２は第２レン
ズである。
【０２５２】
　実施例３の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２６２ｍｍ、Ｆｎｏ３．５１４である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡の対物光学系への適用を想定した仕様である。
【０２５３】
　実施例３の内視鏡対物光学系では、最大像高と画角は、実施例１の内視鏡対物光学系と
同一である。また、実施例３の平凹負レンズＬ１は、実施例１の平凹負レンズＬ１と同一
である。
【０２５４】
　実施例１の内視鏡対物光学系との主な相違点は、第２レンズの素材のアッベ数である。
実施例３では、第２レンズの素材を、より低分散の素材に変更している。
【０２５５】
　平凸正レンズＬ２では、外径が０．５２ｍｍになっている。このように、外径は、実施
例１の平凸正レンズＬ２や実施例２の平凸正レンズＬ２と同じである。ただし、中肉厚は
０．４６ｍｍで、実施例１の平凸正レンズＬ２の中肉厚よりも厚い。また、０．３１ｍｍ
の縁肉の厚みが確保されている。
【０２５６】
　平凸正レンズＬ２では、像側面は、周辺で曲率が小さくなる形状の非球面である。非球
面の軸上における曲率半径は０．２６３４ｍｍである。



(28) JP WO2018/220937 A1 2018.12.6

10

20

30

40

50

【０２５７】
　平凸正レンズＬ２については、ガラスモールドでの製造を想定している。実施例３では
、平凸正レンズＬ２の素材には、Ｓ－ＬＡＬ７（株式会社オハラ製）を用いている。この
点が、実施例１と異なる。
【０２５８】
　Ｓ－ＬＡＬ７の転移点は６１７℃である。この温度は、高屈折率で低分散の光学ガラス
としては比較的低温である。Ｓ－ＬＡＬ７は低転移点ガラスであるが、実施例１のＬ－Ｌ
ＡＬ１２よりも分散が低い。Ｓ－ＬＡＬ７の屈折率は１．６５１６で、アッベ数は５８．
５５である。Ｓ－ＬＡＬ７も、屈折率と分散のバランスが良いので、平凸正レンズＬ２用
として好適なガラスの一つである。
【０２５９】
　実施例３の内視鏡対物光学系では、平凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間の空気間隔
は０．２８３ｍｍである。よって、ピント調整に必要な間隔が、十分に確保されている。
【０２６０】
　軸上色収差の改善について説明する。実施例３におけるＶLCAの値と、比較例１～５に
おけるＶLCAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶLCA
　実施例　３　　－６．１％
　比較例　１　－１１．９％
　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０２６１】
　実施例３におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなってい
る。よって、実施例３における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０２６２】
　実施例３におけるＶLCAの値は－６．１％で、実施例１におけるＶLCAの値は－６．６％
である。絶対値で比較すると、実施例３におけるＶLCAの値は、実施例１におけるＶLCAの
値よりも小さくなっている。
【０２６３】
　このように、実施例３では、軸上色収差は、実施例１に比べて改善している。改善の理
由は、平凸正レンズＬ２の素材の分散が小さくなったことである。
【０２６４】
（実施例４）
　実施例４に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例４の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、物体側
に平面を向けた平凸正レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、平凸正レンズＬ２の
物体側面に位置している。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、平凸正レンズＬ２は第２レン
ズである。
【０２６５】
　実施例４の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２６５ｍｍ、Ｆｎｏ３．５２９である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡の対物光学系への適用を想定した仕様である。
【０２６６】
　実施例４の内視鏡対物光学系では、最大像高と画角は、実施例１の内視鏡対物光学系と
同一である。
【０２６７】
　実施例１の内視鏡対物光学系との主な相違点は、第１レンズの素材の屈折率である。実
施例４では、第１レンズの素材を、より高屈折率の素材に変更している。
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【０２６８】
　平凹負レンズＬ１では、外径が０．８６ｍｍで、中肉厚が０．２ｍｍで、像側面の曲率
半径は０．３５ｍｍになっている。このように、外径、中肉厚及び像側面の曲率半径は、
実施例１の平凹負レンズＬ１と同じである。ただし、平凹負レンズＬ１の素材はサファイ
アではなく、ランタン系高屈折率ガラスが平凹負レンズＬ１の素材に用いられている。ラ
ンタン系高屈折率ガラスは、光学ガラスの一種である。
【０２６９】
　平凹負レンズＬ１の素材の屈折率は１．８８３で、アッベ数は４０．７６である。この
素材のガラスコードは８８３４０８である。この数字で表わされる素材は、光学ガラス各
社で商品として販売されている。よって、容易に入手することができる。
【０２７０】
　平凹負レンズＬ１の素材の分散は、サファイアよりも高分散である。また、平凹負レン
ズＬ１の素材の屈折率は、サファイアよりも高屈折率である。
【０２７１】
　サファイアは硬すぎて削りづらく、加工性に難がある。これに対して、ランタン系高屈
折率ガラスは、サファイアよりも削りやすい。よって、ランタン系高屈折率ガラスは、サ
ファイアよりも加工性が良い。
【０２７２】
　さらに、平凹負レンズＬ１の素材を高屈折率化したことにより、平凹負レンズＬ１の像
側面の曲率半径を大きくすることができる。その結果、凹面研磨の加工性を改善できる。
【０２７３】
　平凹負レンズＬ１の枠への固定には、はんだ付けによる固定と、接着による固定がある
。はんだ付けによる固定は、接着による固定に比べて、枠固定後の気密性や耐久性が高い
。ただし、はんだ付けによる固定では、膨張収縮に対する高い強度が平凹負レンズＬ１に
要求される。
【０２７４】
　ランタン系高屈折率ガラスは、サファイアよりも、膨張収縮に対する強度が低い。その
分、ランタン系高屈折率ガラスでは、加工性がサファイアよりも良い。そのため、はんだ
付けのような高い気密性や高い耐久性が要求されない場合、ランタン系高屈折率ガラスを
接着によって枠に固定することで、部品コストを低減できる。このように、ランタン系高
屈折率ガラスの使用は、部品コストの低減に有用である。
【０２７５】
　平凸正レンズＬ２は、外径が０．５２ｍｍで、中肉厚や、素材は、実施例１の平凸正レ
ンズＬ２と同じである。ただし、平凹負レンズＬ１の変更に伴い、微妙に像側面の形状が
変わっている。
【０２７６】
　軸上色収差の改善について説明する。実施例４におけるＶLCAの値と、比較例１～５に
おけるＶLCAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶLCA
　実施例　４　　－５．８％
　比較例　１　－１１．９％
　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０２７７】
　実施例４におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなってい
る。よって、実施例４における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０２７８】
　実施例４におけるＶLCAの値は－５．８％で、実施例１におけるＶLCAの値は－６．６％
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である。絶対値で比較すると、実施例４におけるＶLCAの値は、実施例１におけるＶLCAの
値よりも小さくなっている。
【０２７９】
　このように、実施例４では、軸上色収差は、実施例１に比べて少し改善している。改善
の理由は、平凹負レンズＬ１の素材の分散が大きくなったことである。
【０２８０】
　ただし、実施例４では、平凹負レンズＬ１の素材のアッベ数を、実施例１よりも約３１
小さくしている。それにもかかわらず、軸上色収差の改善度合は小さい。アッベ数の軸上
色収差の改善に対する寄与度は、平凹負レンズＬ１の素材のアッベ数よりも、平凸正レン
ズＬ２の素材のアッベ数の方が大きい。
【０２８１】
（実施例５）
　実施例５に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例５の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、両凸正
レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、両凸正レンズＬ２の物体側に位置している
。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、両凸正レンズＬ２は第２レンズである。
【０２８２】
　実施例５の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２６１ｍｍ、Ｆｎｏ３．５０８である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡の対物光学系への適用を想定した仕様である。
【０２８３】
　実施例５の内視鏡対物光学系では、最大像高と画角は、実施例１の内視鏡対物光学系と
同一である。また、実施例５の平凹負レンズＬ１は、実施例１の平凹負レンズＬ１と同一
である。２つのレンズの素材の組合せも、実施例１と同一である。
【０２８４】
　実施例１の内視鏡対物光学系との相違点は、第２レンズの形状である。実施例５では、
第２レンズの形状を、平凸形状から両凸形状に変更している。この変更により、軸上色収
差、球面収差及びコマ収差を改善している。
【０２８５】
　両凸正レンズＬ２では、外径が０．５２ｍｍになっている。このように、外径は、実施
例１の平凸正レンズＬ２と同じである。また、両凸正レンズＬ２の素材も、実施例１と同
じである。ただし、両凸正レンズＬ２の形状が、実施例５と実施例１とで異なる。
【０２８６】
　実施例５の両凸正レンズＬ２では、像側面が像側に凸の面になっているだけでなく、物
体側面が物体側に凸の面になっている。また、物体側面は球面で、像側面は非球面になっ
ている。
【０２８７】
　両凸正レンズＬ２については、ガラスモールドでの製造を想定している。
【０２８８】
　明るさ絞りＡＳは薄板なので、単独での保持は避けた方が良い。実施例５の両凸正レン
ズＬ２では、物体側面にフランジが形成されている。フランジは、物体側面の有効径より
も外側に形成されている。フランジは、光軸と直交する平面部を有している。この平面部
に明るさ絞りＡＳを当て付けることで、明るさ絞りＡＳを両凸正レンズＬ２で保持するこ
とができる。
【０２８９】
　また、フランジに明るさ絞りＡＳを当て付けたときに、明るさ絞りＡＳと物体側面とが
接触してはならない。そのためには、明るさ絞りＡＳと物体側面との間に隙間を設ける必
要がある。両凸正レンズＬ２では、物体側面の面頂よりも物体側に明るさ絞りＡＳが位置
するようにしている。
【０２９０】
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　両凸正レンズＬ２の外周側にフランジを形成すれば、平凸正レンズの場合と同様に、明
るさ絞りＡＳをフランジに当て付けるだけの簡素な組立で、安定したレンズ姿勢が確保で
きる。
【０２９１】
　物体側面にフランジがない場合、光学品質、もしくは、製造性とコストが悪化する。例
えば、中心付近の凸面を明るさ絞りＡＳの開口部に当て付ける場合は、両凸正レンズＬ２
のティルトが発生し易くなる。両凸正レンズＬ２のティルトが発生すると、光学品質が低
下する。また、明るさ絞りＡＳとの間にスペーサを別部品として挟む構造では、極小なス
ペーサの追加に伴い、組立性とコストが悪化する。
【０２９２】
　両凸正レンズＬ２の外周側にフランジを形成すれば、両凸正レンズＬ２の縁肉を確保し
た状態で中肉厚を薄くできる。レンズ形状を両凸形状にすることによる効果と併せて、光
学系の全長を短縮できる。
【０２９３】
　実施例５の両凸正レンズＬ２では、実施例１の平凸正レンズＬ２とほぼ同等の０．３１
ｍｍの縁肉の厚みを確保しつつ、中肉厚は実施例１より０．０５ｍｍ薄い０．４ｍｍにな
っている。
【０２９４】
　レンズ形状を両凸形状にすることにより、像側面の屈折力の一部を、物体側面に負担さ
せることができる。また、両凸正レンズＬ２の主点を、像側面よりも物体側に位置させる
ことができる。その結果、バックフォーカスを必要以上に長くしなくても良い設計が可能
となる。
【０２９５】
　以上の作用により、実施例５の内視鏡対物光学系では、実施例１における光学系の全長
が１．９６９ｍｍであるのに対して、光学系の全長が１．８１６ｍｍに短縮されている。
【０２９６】
　両凸正レンズＬ２では、像側面は、周辺で曲率が小さくなる形状の非球面である。非球
面の軸上における曲率半径は０．３０９６ｍｍである。
【０２９７】
　両凸正レンズＬ２では、非球面の軸上における曲率が、実施例１よりも小さい。両凸正
レンズＬ２の屈折力を、物体側面と像側面とで分担することで、像側面の屈折力を小さく
することができる。像側面の曲率が小さくなることで、像側面の成形に使用するガラスモ
ールド用金型の加工性を改善できる。
【０２９８】
　実施例５の内視鏡対物光学系では、両凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間の空気間隔
は０．１５６ｍｍである。この間隔は、実施例１における間隔よりも短い。ただし、０．
１ｍｍ以上の間隔が確保できているので、ピント調整に必要な間隔は十分に確保されてい
る。
【０２９９】
　軸上色収差の改善について説明する。実施例５におけるＶLCAの値と、比較例１～５に
おけるＶLCAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶLCA
　実施例　５　　－５．１％
　比較例　１　－１１．９％
　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０３００】
　実施例５におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなってい
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る。よって、実施例５における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０３０１】
　実施例５におけるＶLCAの値は－５．１％で、実施例１におけるＶLCAの値は－６．６％
である。絶対値で比較すると、実施例５におけるＶLCAの値は、実施例１におけるＶLCAの
値よりも小さくなっている。
【０３０２】
　このように、実施例５では、軸上色収差は、実施例１に比べて改善している。改善の理
由は、レンズ形状を両凸形状にすることより、両凸正レンズＬ２の焦点距離を短縮できた
ことである。
【０３０３】
　実施例５では両凸正レンズＬ２の焦点距離は０．３７９ｍｍで、実施例１では平凸正レ
ンズＬ２の焦点距離は０．４０１ｍｍである。軸上色収差は焦点距離に比例して改善され
る傾向がある。そのため、レンズの素材が同一でも、焦点距離を短くできれば軸上色収差
を改善できる。
【０３０４】
　球面収差の改善について説明する。球面収差の評価には、球面収差評価値ＶSAを用いる
。球面収差評価値ＶSAは、以下の式で表わされる。
　ＶSA＝ΔSAd／ｆ
　ここで、
　ΔSAdは、マージナル光線のｄ線における球面収差量、
　ｆは、内視鏡対物光学系の焦点距離、
である。
【０３０５】
　ＶSAの絶対値が小さいほど、球面収差が小さくなる。よって、ＶSAの絶対値は、小さい
ことが望ましい。
【０３０６】
　実施例５におけるＶSAの値と、実施例１におけるＶSAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶSA
　実施例　５　－１０．２％
　実施例　１　－２５．６％
【０３０７】
　実施例５におけるＶSAの値は－１０．２％で、実施例１におけるＶSAの値は－２５．６
％である。絶対値で比較すると、実施例５におけるＶSAの値は、実施例１におけるＶSAの
値よりも格段に小さくなっている。
【０３０８】
　このように、実施例５では、球面収差は、実施例１に比べて改善している。改善の理由
は、レンズの形状を両凸形状にすることにより、両凸正レンズＬ２の屈折力が２つのレン
ズ面に分散されたことである。
【０３０９】
　コマ収差の改善について説明する。コマ収差の評価には、コマ収差評価値ＶCMAを用い
る。コマ収差評価値ＶCMAは、以下の式で表わされる。
　ＶCMA＝ΔCMA／ｆ
　ここで、
　ΔCMAは、所定の２点の光軸方向における間隔、
　ｆは、内視鏡対物光学系の焦点距離、
　所定の２点は、主光線と上側従属光線との交点と、主光線と下側従属光線との交点、
である。
【０３１０】
　ＶCMAの絶対値が小さいほど、コマ収差が小さくなる。よって、ＶCMAの絶対値が小さい
ことが望ましい。
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【０３１１】
　実施例５におけるＶCMAの値と、実施例１におけるＶCMAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶCMA
　実施例　５　－３３．８％
　実施例　１　－５９．４％
【０３１２】
　実施例５におけるＶCMAの値は－３３．８％で、実施例１におけるＶCMAの値は－５９．
４％である。絶対値で比較すると、実施例５におけるＶCMAの値は、実施例１におけるＶC
MAの値よりも格段に小さくなっている。
【０３１３】
　このように、実施例５では、コマ収差は、実施例１に比べて改善している。改善の理由
は、球面収差と同様に、レンズの形状を両凸形状にすることにより、両凸正レンズＬ２の
屈折力が２つのレンズ面に分散されたことである。
【０３１４】
（実施例６）
　実施例６に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例６の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、両凸正
レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、両凸正レンズＬ２の物体側に位置している
。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、両凸正レンズＬ２は第２レンズである。
【０３１５】
　実施例６の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２６２ｍｍ、Ｆｎｏ３．５１１である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡を想定した仕様である。
【０３１６】
　実施例６の内視鏡対物光学系では、最大像高と画角は、実施例５の内視鏡対物光学系と
同一である。また、実施例６の平凹負レンズＬ１は、実施例５の平凹負レンズＬ１と同一
である。２つのレンズの素材の組合せも、実施例５と同一である。
【０３１７】
　実施例５の内視鏡対物光学系との相違点は、第２レンズに用いる非球面の数である。実
施例６では、第２レンズの両面に非球面を用いている。この変更により、球面収差とコマ
収差を更に改善している。
【０３１８】
　両凸正レンズＬ２では、外径が０．５２ｍｍで、中肉厚が０．４ｍｍで、縁肉の厚みが
０．３１ｍｍで、光学系の全長が１．８１６ｍｍになっている。このように、外径、中肉
厚縁肉の厚み及び光学系の全長は、実施例５の両凸正レンズＬ２と同じである。また、両
凸正レンズＬ２の素材も、実施例５の両凸正レンズＬ２と同じである。ただし、非球面の
数が、実施例６と実施例５とで異なる。
【０３１９】
　実施例６の両凸正レンズＬ２では、像側面が非球面になっているだけでなく、物体側面
も非球面になっている。
【０３２０】
　両凸正レンズＬ２については、ガラスモールドでの製造を想定している。また、実施例
５の両凸正レンズＬ２と同様に、物体側面の外周側にフランジが形成されている。
【０３２１】
　両凸正レンズＬ２では、像側面も物体側面も、共に、周辺で曲率が小さくなる形状の非
球面である。像側面の非球面は、主に非点収差の補正に寄与している。そのため、像側面
を非球面にするだけでは、球面収差とコマ収差が多少残存する。
【０３２２】
　両凸正レンズＬ２では、物体側面を物体側に凸の面とし、更に非球面にすることで、補
正の自由度を増やしている。このようにすることで、残存する球面収差とコマ収差を良好
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に補正することができる。
【０３２３】
　物体側面は、明るさ絞りの近傍に位置している。そのため、物体側面を非球面にするこ
とは、非点収差にほとんど悪影響を与えない。よって、物体側面の非球面は、非点収差を
悪化させずに球面収差とコマ収差を補正することに寄与する。
【０３２４】
　球面収差の改善について説明する。実施例６におけるＶSAの値と、実施例５におけるＶ
SAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶSA
　実施例　６　　　０．０％
　実施例　５　－１０．２％
【０３２５】
　実施例６におけるＶSAの値は０％で、実施例５におけるＶSAの値は－１０．２％である
。実施例６では、球面収差を完全に補正できている。
【０３２６】
　コマ収差の改善について説明する。実施例６におけるＶCMAの値と、実施例５における
ＶCMAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶCMA
　実施例６　　－１４．７％
　実施例５　　－３３．８％
【０３２７】
　実施例６におけるＶCMAの値は－１４．７％で、実施例５におけるＶCMAの値は－３３．
８％である。絶対値で比較すると、実施例６におけるＶCMAの値は、実施例５におけるＶC
MAの値より格段に小さい。
【０３２８】
　このように、実施例６では、コマ収差は、実施例５に比べて改善している。改善の理由
は、物体側面を非球面にしたことである。
【０３２９】
　軸上色収差は、物体側面を非球面にしたことによる影響を受けない。実施例６における
ＶLCAの値は－５．１％である。これは、実施例５におけるＶLCAの値と同一である。
【０３３０】
（実施例７）
　実施例７に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例７の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、像側に
凸面を向けた正メニスカスレンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、正メニスカスレ
ンズＬ２の物体側に位置している。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、正メニスカスレンズ
Ｌ２は第２レンズである。
【０３３１】
　実施例７の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２６４ｍｍ、Ｆｎｏ３．５３３である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡を想定した仕様である。
【０３３２】
　実施例７の内視鏡対物光学系では、最大像高と画角は、実施例５の内視鏡対物光学系と
同一である。また、実施例７の平凹負レンズＬ１は、実施例５の平凹負レンズＬ１と同一
である。
【０３３３】
　実施例５の内視鏡対物光学系との相違点は、第２レンズの形状と、第２レンズに用いる
非球面の数である。実施例７では、第２レンズの形状を両凸形状からメニスカス形状に変
更すると共に、第２レンズの両面に非球面を用いている。この変更により、球面収差とコ
マ収差を、更に改善している。
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【０３３４】
　正メニスカスレンズＬ２では、外径が０．５２ｍｍになっている。このように、外径は
、実施例１の平凸正レンズＬ２と同じである。また、実施例１の平凸レンズＬ２とほぼ同
等の０．３１ｍｍの縁肉の厚みを確保しつつ、中肉厚は実施例１より０．０２ｍｍ薄い０
．４３ｍｍになっている。ただし、レンズの形状が、実施例７と実施例１とで異なる。
【０３３５】
　実施例７の正メニスカスレンズＬ２では、物体側面に非球面が用いられている。近軸的
には物体側面は平面であるが、非球面を考慮すると、物体側面は物体側に凹の面になる。
像側面は像側に凸の面なので、実施例７では、第２レンズは、像側に凸面を向けたメニス
カスレンズと見なすことができる。
【０３３６】
　正メニスカスレンズＬ２については、ガラスモールドでの製造を想定している。
【０３３７】
　正メニスカスレンズＬ２の物体側面の外周側には、平面部が形成されている。この平面
部は、明るさ絞りＡＳを突き当てるために設けられている、機能的には実施例５のフラン
ジや実施例６のフランジと同じである。
【０３３８】
　ただし、実施例５のフランジや実施例６のフランジは、凸面から突出するように形成さ
れている。そのため、凸面とフランジとの境界部で段差が生じる。これに対して、実施例
７では、フランジとなる平面部は、物体側凹面の延長上にある。フランジとなる平面部と
物体側凹面との境界では、ほぼ段差が生じない。
【０３３９】
　ガラスモールド用金型の加工性やガラス変形量の観点では、金型面における段差は少な
いことが望ましい。実施例５や実施例６と比べると、実施例７の物体側面の形状の方が、
ガラスモールドに適している。
【０３４０】
　正メニスカスレンズＬ２では、像側面は、周辺で曲率が小さくなる形状の非球面である
。像側面の非球面は、主に非点収差の補正に寄与している。そのため、像側面を非球面に
するだけでは、球面収差とコマ収差が多少残存する。
【０３４１】
　正メニスカスレンズＬ２の物体側面を非球面にすることで、補正の自由度を増やすこと
ができる。物体側面は、４次の非球面係数のみで表わされる非球面にすると共に、周辺側
に負の屈折力を持たせることが好ましい。この場合、物体側面の形状は凹面になるが、中
心曲率はゼロなので、近軸の屈折力はゼロである。
【０３４２】
　物体側面を、４次の非球面係数のみで表わされる非球面にすることで、物体側面に負の
屈折力作用を持たせることができる。この負の屈折力作用により、正メニスカスレンズＬ
２において、補正過剰となる傾向の球面収差とコマ収差とを発生させることできる。
【０３４３】
　残存する球面収差とコマ収差では、各収差が補正不足の傾向になっている。物体側面の
非球面によって、残存する球面収差とコマ収差を補正することができる。
【０３４４】
　物体側面は、明るさ絞りの近傍に位置している。そのため、物体側面を非球面にするこ
とは、非点収差にほとんど悪影響を与えない。よって、物体側面の非球面は、非点収差を
悪化させずに球面収差とコマ収差を補正することに寄与する。
【０３４５】
　球面収差の改善について説明する。実施例７におけるＶSAの値と、実施例５におけるＶ
SAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶSA
　実施例　７　　　０．０％
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　実施例　５　－１０．２％
【０３４６】
　実施例７におけるＶSAの値は０％で、実施例５におけるＶSAの値は－１０．２％である
。実施例７では、球面収差を完全に補正できている。
【０３４７】
　コマ収差の改善について説明する。実施例７におけるＶCMAの値と、実施例５における
ＶCMAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶCMA
　実施例　７　－１９．２％
　実施例　５　－３３．８％
【０３４８】
　実施例７におけるＶCMAの値は－１９．２％で、実施例５におけるＶCMAの値は－３３．
８％である。絶対値で比較すると、実施例７におけるＶCMAの値は、実施例５におけるＶC
MAの値より小さい。
【０３４９】
　このように、実施例７では、コマ収差は、実施例５に比べて改善している。改善の理由
は、物体側面を非球面にしたことである。
【０３５０】
　軸上色収差は、物体側面を非球面にしたことによる影響を受けない。実施例７における
ＶLCAの値は－６．７％である。これは、実施例１におけるＶLCAの値とほぼ同じで、実施
例５におけるＶLCAの値より少し劣る。
【０３５１】
（実施例８）
　実施例８に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例８の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、両凸正
レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、両凸正レンズＬ２の物体側に位置している
。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、両凸正レンズＬ２は第２レンズである。
【０３５２】
　実施例８の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．２４２ｍｍ、画角９０°、焦
点距離０．３２２ｍｍ、Ｆｎｏ４．０９２である。この光学仕様は、主に極細の腎盂尿管
内視鏡を想定した仕様である。
【０３５３】
　実施例８の内視鏡対物光学系では、最大像高は、実施例５の内視鏡対物光学系と同一で
ある。また、実施例８の平凹負レンズＬ１は、実施例５の平凹負レンズＬ１と同一である
。２つのレンズの素材の組合せも、実施例５と同一である。
【０３５４】
　実施例５の内視鏡対物光学系との主な相違点は、画角である。実施例８の内視鏡対物光
学系では、実施例５の内視鏡対物光学系をベースにして、画角を９０°に狭めている。
【０３５５】
　平凹負レンズＬ１では、外径が０．８ｍｍになっている。実施例８の内視鏡対物光学系
では、実施例５の内視鏡対物光学系よりも画角が狭い。この場合、平凹負レンズＬ１に入
射する光線高が低くなる。そのため、実施例８では、平凹負レンズＬ１の外径を、実施例
５に比べて小さくすることができる。
【０３５６】
　実施例８では、フィルタ平板ＦＰの厚みが０．４５ｍｍになっている。実施例５よりも
、フィルタ平板ＦＰの厚みが増加している。このようにすることで、レーザーによる処置
への対応力を高めることができる。
【０３５７】
　腎盂尿管内視鏡では、結石や腫瘍に対してレーザーによる処置が、高い頻度で行われる
。レーザーによる処置では、近赤外光が使用される。この場合、フィルタ平板ＦＰには、
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近赤外光を吸収する色補正フィルタが用いられる。
【０３５８】
　吸収型フィルタは、厚みが増すほど吸収率が高くなる。フィルタ平板ＦＰの厚みを増や
すことで、イメージャに入射するレーザー光の光強度を小さくすることができる。その結
果、画像飽和の発生に対するリスクをさらに低減できる。
【０３５９】
　両凸正レンズＬ２では、外径が０．５２ｍｍで、物体側面が球面で、像側面が非球面に
なっている。このように、外径、物体側面の形状及び像側面の形状は、実施例５の両凸正
レンズＬ２と同じである。また、物体側面の外周側にフランジを有する点も、実施例５と
同じである。
【０３６０】
　実施例８の両凸正レンズＬ２では、実施例５の両凸正レンズＬ２とほぼ同等の０．３ｍ
ｍの縁肉の厚みを確保しつつ、中肉厚は実施例５より０．０４ｍｍ薄い０．３６ｍｍにな
っている。
【０３６１】
　縁肉の厚みに対して中肉厚を薄く出来た理由は、画角が狭いことである。画角が狭くな
ったことで、両凸正レンズＬ２の各面における屈折力を小さくすることができる。この場
合、各面の曲率半径が大きくなるので、面間隔を小さくすることができる。
【０３６２】
　実施例８の内視鏡対物光学系では、実施例５における光学系の全長が１．８１６ｍｍで
あるのに対し、光学系の全長が２．１３２ｍｍに伸びている。ただし、実施例８における
光学系の全長は、絶対的には十分短い。
【０３６３】
　物体側面の軸上の曲率半径と、像側面の軸上の曲率半径は、共に実施例５よりも絶対値
が大きい。そのため、ガラスモールド用金型の加工性に関しては、問題とはならない。
【０３６４】
　実施例８の内視鏡対物光学系では、両凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間の空気間隔
は０．３６２ｍｍである。よって、ピント調整に必要な間隔が、十分に確保されている。
【０３６５】
　軸上色収差の改善について説明する。実施例８におけるＶLCAの値、実施例５における
ＶLCAの値及び比較例１～５におけるＶLCAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　ＶLCA
　実施例　８　　－６．６％
　実施例　５　　－５．１％
　比較例　１　－１１．９％
　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０３６６】
　実施例８におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなってい
る。よって、実施例８における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０３６７】
　実施例８におけるＶLCAの値は－６．６％で、実施例５におけるＶLCAの値は－５．１％
ある。絶対値で比較すると、実施例８におけるＶLCAの値は、実施例５におけるＶLCAの値
よりも大きくなっている。
【０３６８】
　このように、実施例８では、軸上色収差は、実施例５に比べて少し悪化している。悪化
の理由は、画角を狭くしたことにより、両凸正レンズＬ２の焦点距離が長くなったことで
ある。両凸正レンズＬ２の焦点距離は、実施例８で０．４５４ｍｍ、実施例５で０．３７
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９ｍｍである。
【０３６９】
（実施例９）
　実施例９に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例９の内視鏡対物光学系は、
物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、両凸正
レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、両凸正レンズＬ２の物体側に位置している
。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、両凸正レンズＬ２は第２レンズである。
【０３７０】
　実施例９の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．１９８ｍｍ、画角１１６．８
°、焦点距離０．２１２ｍｍ、Ｆｎｏ３．２７９である。この光学仕様は、主に極細の気
管支内視鏡を想定した仕様である。
【０３７１】
　実施例９の内視鏡対物光学系では、画角は実施例５の内視鏡対物光学系と同一である。
２つのレンズの素材の組合せも、実施例５と同一である。
【０３７２】
　実施例５の内視鏡対物光学系との主な相違点は、最大像高である。実施例９の内視鏡対
物光学系では、実施例５の内視鏡対物光学系をベースにして、最大像高を０．８２倍縮小
し、光学系を細径化している。
【０３７３】
　平凹負レンズＬ１では、外径が０．７６ｍｍなっている。これは、実施例５の平凹負レ
ンズＬ１の外径よりも０．１ｍｍ小さい。最大像高が低くなったことで、平凹負レンズＬ
１における光線の高さが下がる。そのため、外径が小さくなっている。
【０３７４】
　平凹負レンズＬ１では、中肉厚、凹面深さ及び曲率半径は、実施例５と比較して、縮小
されている。
【０３７５】
　フィルタ平板ＦＰの厚みは、０．２５ｍｍである。フィルタ平板ＦＰの厚みは、実施例
５に比べて薄くなっている。これにより、平凹負レンズＬ１における光線の高さを下げて
いる。フィルタ平板ＦＰの厚みが薄くなると、イメージャに入射するレーザー光の光強度
が大きくなる。しかしながら、素材の濃度を高めることで、イメージャに入射するレーザ
ー光の光強度を小さくすることができる。その結果、画像飽和の発生に対するリスクを低
減できる。
【０３７６】
　両凸正レンズＬ２では、外径が０．４５ｍｍで、縁肉の厚みが０．３１ｍｍで、物体側
面が球面で、像側面が非球面になっている。このように、外径、縁肉の厚み、物体側面の
形状及び像側面の形状は、実施例５の両凸正レンズＬ２と同じである。また、物体側面の
外周側にフランジを有する点も、実施例５と同じである。ただし、最大像高が、実施例９
と実施例５とで異なる。
【０３７７】
　両凸正レンズＬ２では、中肉厚は０．３９ｍｍである。これは、実施例５とほぼ同等の
厚みである。
【０３７８】
　実施例９の内視鏡対物光学系では、実施例５における光学系の全長が１．８１６ｍｍで
あるのに対して、光学系の全長が１．６ｍｍに短縮されている。
【０３７９】
　実施例９の内視鏡対物光学系では、両凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間の空気間隔
は０．１ｍｍである。よって、ピント調整に必要な間隔が、最低限確保されている。
【０３８０】
　軸上色収差の改善について説明する。実施例９におけるＶLCAの値、実施例５における
ＶLCAの値及び比較例１～５におけるＶLCAの値を、以下に示す。
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　　　　　　　　　ＶLCA
　実施例　９　　－５．１％
　実施例　５　　－５．１％
　比較例　１　－１１．９％
　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０３８１】
　実施例９におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなってい
る。よって、実施例９における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０３８２】
　実施例９におけるＶLCAの値は－５．１％で、実施例５におけるＶLCAの値と同一である
。
【０３８３】
（実施例１０）
　実施例１０に係る内視鏡対物光学系について説明する。実施例１０の内視鏡対物光学系
は、物体側から順に、物体側に平面を向けた平凹負レンズＬ１と、明るさ絞りＡＳと、両
凸正レンズＬ２と、からなる。明るさ絞りＡＳは、両凸正レンズＬ２の物体側に位置して
いる。平凹負レンズＬ１は第１レンズ、両凸正レンズＬ２は第２レンズである。
【０３８４】
　実施例１０の内視鏡対物光学系の光学仕様は、最大像高０．１９８ｍｍ、画角９０°、
焦点距離０．２６５ｍｍ、Ｆｎｏ３．７８９である。この光学仕様は、主に極細の腎盂尿
管内視鏡を想定した仕様である。
【０３８５】
　実施例１０の内視鏡対物光学系では、画角は実施例８の内視鏡対物光学系と同一である
。２つのレンズの素材の組合せも、実施例８と同一である。
【０３８６】
　実施例８の内視鏡対物光学系との主な相違点は、最大像高である。実施例１０の内視鏡
対物光学系では、実施例８の内視鏡対物光学系をベースにして、最大像高を０．８２倍縮
小し、光学系を更に細径化している。実施例１０における最大像高は、実施例９における
最大像高と同一である。
【０３８７】
　平凹負レンズＬ１では、外径が０．６８ｍｍなっている。これは、実施例８の平凹負レ
ンズＬ１の外径よりも０．１２ｍｍ小さい。最大像高が低くなったことで、平凹負レンズ
Ｌ１における光線の高さが下がる。そのため、外径が小さくなっている。
【０３８８】
　平凹負レンズＬ１では、中肉厚、凹面深さ及び曲率半径は、実施例８と比較して、縮小
されている。
【０３８９】
　フィルタ平板ＦＰの厚みは、０．２５ｍｍである。フィルタ平板ＦＰの厚みは、実施例
８に比べて薄くなっている。これにより、平凹負レンズＬ１における光線の高さを下げて
いる。フィルタ平板ＦＰの厚みが薄くなると、イメージャに入射するレーザー光の光強度
が大きくなる。しかしながら、素材の濃度を高めることで、イメージャに入射するレーザ
ー光の光強度を小さくすることができる。その結果、画像飽和の発生に対するリスクを低
減できる。
【０３９０】
　両凸正レンズＬ２では、物体側面が球面で、像側面が非球面になっている。このように
、物体側面の形状及び像側面の形状は、実施例８の両凸正レンズＬ２と同じである。また
、物体側凸面の外周側にフランジを有する点も、実施例８と同じである。ただし、実施例
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１０では、外径がΦ０．４５ｍｍになっている。これは、実施例８における両凸正レンズ
Ｌ２の外形よりも縮小している。
【０３９１】
　実施例１０の両凸正レンズＬ２では、実施例５の両凸正レンズＬ２とほぼ同等の０．３
ｍｍの縁肉の厚みを確保しつつ、中肉厚も実施例５の両凸正レンズＬ２とほぼ同等の０．
３７ｍｍになっている。
【０３９２】
　実施例１０の内視鏡対物光学系では、実施例８における光学系の全長が２．１３２ｍｍ
あるのに対し、光学系の全長が１．６８５ｍｍに短縮されている。
【０３９３】
　実施例１０の内視鏡対物光学系では、両凸正レンズＬ２と光学平板ＯＰとの間の空気間
隔は０．２０５ｍｍである。よって、ピント調整に必要な間隔が、十分に確保されている
。
【０３９４】
　軸上色収差の改善について説明する。実施例１０におけるＶLCAの値、実施例８におけ
るＶLCAの値及び比較例１～５におけるＶLCAの値を、以下に示す。
　　　　　　　　　ＶLCA
　実施例１０　　－５．５％
　実施例　８　　－６．５％
　比較例　１　－１１．９％
　比較例　２　－１１．０％
　比較例　３　－１２．１％
　比較例　４　－１１．０％
　比較例　５　－１０．８％
【０３９５】
　実施例１０におけるＶLCAの値は、比較例１～５におけるＶLCAの値よりも小さくなって
いる。よって、実施例１０における軸上色収差は、比較例１～５よりも改善されている。
【０３９６】
　実施例１０におけるＶLCAの値は－５．５％で、実施例８におけるＶLCAの値は－６．５
％である。絶対値で比較すると、実施例１０におけるＶLCAの値は、実施例８におけるＶL
CAの値よりも小さくなっている。
【０３９７】
　このように、実施例１０では、軸上色収差は、実施例８に比べてさらに改善している。
【０３９８】
　以上の各実施例に示すように、本実施形態の内視鏡対物光学系によれば、様々な画角や
像高に対応可能で、極細ビデオスコープに実装可能な内視鏡対物光学系を実現できる。
【０３９９】
　ただし、本実施形態の内視鏡対物光学系では、倍率色収差が少なからず残存する。残存
する倍率色収差については、電気的に補正する。倍率色収差の電気的な補正は、内視鏡シ
ステムで行う。そのために、本実施形態の内視鏡システムは、画像処理装置を有する。倍
率色収差の電気的な補正について説明する。
【０４００】
　実施例１の内視鏡対物光学系乃至実施例７の内視鏡対物光学系は、同一の最大像高と画
角を有する。７つの実施例において、倍率色収差以外の収差が最も良好に補正されている
実施例は実施例６である。よって、以下では、実施例６を代表例に用いて、倍率色収差の
電気的な補正について説明する。ただし、倍率色収差の電気的な補正は、実施例６に限定
されない。倍率色収差の電気的な補正は、全ての実施例に対して適用可能である。
【０４０１】
　実施例６は、単色で発生する収差、すなわち、球面収差、非点収差及びコマ収差が良好
に補正されている。更に、軸上色収差の発生も低減できている。点像強度分布に影響しな
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いディストーションを除けば、画像のコントラストを低下させる収差は、倍率色収差のみ
である。
【０４０２】
　倍率色収差の評価には、倍率色収差評価値ＶCAMB1、ＶCAMB2、ＶCAMRを用いる。軸上色
収差評価値ＶCAMB、ＶCAMRは、各々、以下の式で表わされる。
　ＶCAMB1＝ΔCAMB1G／ＩＨmax
　ＶCAMB2＝ΔCAMB2G／ＩＨmax
　ＶCAMR＝ΔCAMRG／ＩＨmax
　ここで、
　ΔCAMB1Gは、Ｇバンドを基準としたときのＢバンド１における倍率色収差量、
　ΔCAMB2Gは、Ｇバンドを基準としたときのＢバンド２における倍率色収差量、
　ΔCAMRGは、Ｇバンドを基準としたときのＲバンドにおける倍率色収差量、
　ＩＨmaxは、最大像高、
である。
【０４０３】
　倍率色収差量は、像面内半径方向における量とする。白色光観察時の倍率色収差の評価
では、ＢバンドとしてＢバンド１が用いられ、更に、ＧバンドとＲバンドが用いられる。
Ｂバンド１の代表波長を４６０ｎｍ、Ｇバンドの代表波長を５４０ｎｍ、Ｒバンドの代表
波長を６２０ｎｍとする。さらに、基準波長はＧバンドの５４０ｎｍとする。
【０４０４】
　狭帯域光観察時の倍率色収差の評価では、ＢバンドとしてＢバンド２が用いられ、更に
、Ｇバンドが用いられる。Ｂバンド２の代表波長を４１５ｎｍ、Ｇバンドの代表波長を５
４０ｎｍとする。さらに、基準波長はＧバンドの５４０ｎｍとする。
【０４０５】
　図１２に、実施例６の内視鏡対物光学系の倍率色収差図を示す。図１２に示す収差図で
は、基準波長を５４０ｎｍとしている。４１５ｎｍにおける倍率色収差量、４６０ｎｍに
おける倍率色収差量及び６２０ｎｍにおける倍率色収差量は、共に像高に対してほぼ線形
になっている。
【０４０６】
　実施例６におけるＶCAMB1の値、ＶCAMB2の値及びＶCAMRの値を、以下に示す。
　　　　　　　ＶCAMB1 　　　　　ＶCAMB2 　　　　ＶCAMR
　実施例６　－１．３５％　　　－２．６％　　　＋０．８１％
【０４０７】
　上記の数値は、最大像高に対応する主光線と像面との交点の位置が、Ｂバンド１、Ｂバ
ンド２、Ｇバンド及びＲバンドの各々で異なることを表している。Ｂバンド１の主光線に
関する交点をＰＢ１、Ｂバンド２の主光線に関する交点をＰＢ２、Ｇバンドの主光線に関
する交点をＰＧ、Ｒバンドの主光線に関する交点をＰＲとする。
【０４０８】
　ＶCAMB1＝－１．３５％は、交点ＰＢ１の位置が交点ＰＧの位置よりも光軸に近く、且
つ、交点ＰＢ１と交点ＰＧとの間隔が、最大像高の１．３５％であることを表している。
ＶCAMB2＝－２．６％は、交点ＰＢ２の位置が交点ＰＧの位置よりも光軸に近く、且つ、
交点ＰＢ２と交点ＰＧとの間隔が、最大像高の２．６％であることを表している。ＶCAMR
＝＋０．８１％は、交点ＰＲの位置が交点ＰＧの位置よりも光軸から遠く、且つ、交点Ｐ
Ｒと交点ＰＧとの間隔が、最大像高の０．８１％であることを表している。
【０４０９】
　倍率色収差が発生している光学系では、主光線と像面との交点の位置が各バンドで異な
る。交点の位置の違いは、半径方向に生じる光学像の位置ずれを表している。
【０４１０】
　白色光観察時の補正について説明する。白色光観察では、Ｂバンド１、Ｇバンド及びＲ
バンドが用いられ、Ｂバンド２は用いられない。よって、代表波長は、４６０ｎｍ、５４
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０ｎｍ及び６２０ｎｍで、基準波長は５４０ｎｍである。
【０４１１】
　白色光観察における画像の取得は、Ｒバンド、Ｇバンド及びＢバンド１の各々で行われ
る。各バンドで取得された画像は、各々異なるフレームメモリーに記憶される。
【０４１２】
　倍率色収差の電気的な補正では、例えば、Ｂバンド１の画像とＲバンドの画像に対して
補正が行われる。
【０４１３】
　Ｂバンド１の光学像の最大像高は、Ｇバンドの光学像の最大像高よりも、１．３５％小
さい。よって、補正倍率は、１／（１－０．０１３５）＝１．０１４となる。Ｂバンド１
のフレームメモリーから、Ｂバンド１の画像を読み出す。読み出した画像に対して、１．
０１４倍の電子拡大を行う。このようにすることで、Ｂバンド１の画像の最大像高をＧバ
ンドの画像の最大像高と一致させることができる。
【０４１４】
　Ｒバンドの光学像の最大像高は、Ｇバンドの光学像の最大像高よりも、０．８１％大き
い。よって、補正倍率は、１／（１＋０．００８１）＝０．９９２となる。Ｒバンドのフ
レームメモリーから、Ｒバンドの画像を読み出す。読み出した画像に対して、０．９９２
倍の電子拡大を行う。このようにすることで、Ｒバンドの画像の最大像高をＧバンドの画
像の最大像高と一致させることができる。
【０４１５】
　電子拡大後のＲバンドの画像、Ｇバンドの画像及び電子拡大後のＢバンド１の画像を重
ね合わせることで、倍率色収差が補正された白色光観察画像が得られる。
【０４１６】
　次に、狭帯域光観察時の補正について説明する。狭帯域光観察では、Ｂバンド２とＧバ
ンドが用いられ、Ｂバンド１やＲバンドは用いられない。よって、代表波長は、４１５ｎ
ｍと５４０ｎｍで、基準波長は５４０ｎｍである。
【０４１７】
　狭帯域光観察における画像の取得は、ＧバンドとＢバンド２とで行われる。各バンドで
取得された画像は、各々異なるフレームメモリーに記憶される。フレームメモリーでは、
光学像の位置ずれが座標ずれとして記憶される。
【０４１８】
　倍率色収差の電気的な補正では、例えば、Ｂバンド２の画像に対しで補正が行われる。
【０４１９】
　Ｂバンド２の光学像の最大像高は、Ｇバンドの光学像の最大像高よりも、２．６％小さ
い。よって、補正倍率は、１／（１－０．０２６）＝１．０２７となる。Ｂバンド２のフ
レームメモリーから、Ｂバンド２の画像を読み出す。読み出した画像に対して、１．０２
７倍の電子拡大を行う。このようにすることで、Ｂバンド２の画像の最大像高をＧバンド
の画像の最大像高と一致させることができる。
【０４２０】
　Ｇバンドの画像と電子拡大後のＢバンド２の画像を重ね合わせることで、倍率色収差が
補正された狭帯域光観察画像が得られる。
【０４２１】
　以上説明した補正方法は、各バンドにおける代表波長の倍率色収差量のみで補正を行う
方法である。この方法では、各バンドにおける代表波長の数は１である。そのため、この
方法は、単純な補正方法である。
【０４２２】
　本実施形態の内視鏡対物光学系は、倍率色収差が像高に対してほぼ線形に発生する光学
系で、且つ、倍率色収差評価値の大きい光学系である。このような光学系では、単純な補
正方法も十分効果的である。
【０４２３】
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　補正精度を向上させるには、各バンドにおける代表波長の数を複数にする方法がある。
この方法では、ある一つのバンド内に複数の代表波長を定め、それらの代表波長に対して
、撮像素子の分光感度と光学系の分光透過率に基づくウェイト付けを行う。複数の代表波
長の倍率色収差を求め、ウェイト付けによる加重平均を求め、そのバンドの倍率色収差量
とする。算出した倍率色収差量に基づいて補正を行う。
【０４２４】
　また、各バンドにおける代表波長の点像強度分布から、その重心位置を求める方法があ
る。代表波長の数を複数にする方法と点像強度分布の重心を求める方法とを、組合せても
良い。
【０４２５】
　いずれの方法でも、内視鏡対物光学系の設計データに基づいて、倍率色収差の補正倍率
を定めるようにすれば良い。倍率色収差の補正倍率は、倍率補正データとして、内視鏡の
記憶部に格納される。
【０４２６】
　倍率色収差量が像高に対してほぼ線形の場合、線形の倍率色収差補正を行うことができ
る。線形補正のメリットとしては、補正データの量が極めて少ないことが挙げられる。白
色光観察では、３バンド分の光学像倍率の値、又は、光学像倍率の逆数の値を保持すれば
良い。光学像倍率の逆数は、補正倍率そのものである。
【０４２７】
　倍率色収差量が像高に対して非線形の場合、非線形の倍率色収差補正を行わなければな
らない。非線形補正では、処理速度を速めるため、補正処理時に非線形演算を避ける必要
がある。このため、像高ゼロから最大像高までの間を多分割し、配列構造の所謂ルックア
ップテーブルを事前に作成しておき、補正処理時は単純に配列からデータを読み出すこと
とし、非線形演算を回避する。そのため、線形補正に比べて、補正データの量が非常に多
くなる。
【０４２８】
　内視鏡では、白色光観察以外にも、様々な観察方法が用いられる。これらの観察方法に
ついても、必要に応じて、倍率色収差の電気的な補正が行われる。そのため、観察方法ご
とに、補正データが必要になる。よって、補正データの量は、観察方法の数に比例する。
【０４２９】
　バンドの数は観察方法によって変わるので、補正データの量も観察方法で変わる。１つ
の観察で用いられるバンドの数は、多くても３つである。観察方法の数に応じてバンドの
数が数倍になったとしても、線形補正では補正データの量がもともと少ないので、補正デ
ータの総量は、非線形補正に比べて格段に少ない。
【０４３０】
　本実施形態の内視鏡で倍率色収差を電気的に補正するには、内視鏡対物光学系の設計デ
ータに基づいて補正データ（倍率補正データ）を作成し、補正データに基づいて画像処理
を行う必要がある。
【０４３１】
　図１３に内視鏡システムの概略構成を示す。図１３では、内視鏡の構成を説明するため
に、内視鏡の部分のみが大きく描かれている。
【０４３２】
　内視鏡システム３００は、内視鏡３１０と画像処理装置３２０とから構成されている。
内視鏡３１０は、スコープ部３１０ａと接続コード部３１０ｂとを備えている。また、画
像処理装置３２０には、表示ユニット３３０が接続されている。
【０４３３】
　スコープ部３１０ａは、操作部３４０と挿入部３４１に大別される。挿入部３４１は、
細長で患者の体腔内へ挿入可能になっている。また、挿入部３４１は、可撓性を有する部
材で構成されている。観察者は、操作部３４０に設けられているアングルノブ等により、
諸操作を行うことができる。
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【０４３４】
　また、操作部３４０からは、接続コード部３１０ｂが延設されている。接続コード部３
１０ｂは、ユニバーサルコード３５０を備えている。ユニバーサルコード３５０は、コネ
クタ３６０を介して画像処理装置３２０に接続されている。
【０４３５】
　ユニバーサルコード３５０は、各種の信号等の送受信に用いられる。各種の信号として
は、電源電圧信号及びＣＣＤ駆動信号等がある。これらの信号は、電源装置やビデオプロ
セッサからスコープ部３１０ａに送信される。また、各種の信号として映像信号がある。
この信号は、スコープ部３１０ａからビデオプロセッサに送信される。
【０４３６】
　なお、画像処理装置３２０内のビデオプロセッサには、図示しないＶＴＲデッキ、ビデ
オプリンタ等の周辺機器が接続可能である。ビデオプロセッサは、スコープ部３１０ａか
らの映像信号に対して信号処理を施す。映像信号に基づいて、表示ユニット３３０の表示
画面上に内視鏡画像が表示される。
【０４３７】
　挿入部３４１の先端部３４２には、撮像ユニットが配置されている。撮像ユニットには
、例えば、実施例１の内視鏡対物光学系が搭載されている。
【０４３８】
　上述の説明では、画像処理装置３２０内にビデオプロセッサが配置されている。しかし
ながら、画像処理装置３２０自体がビデオプロセッサであっても良い。以下の説明では、
ビデオプロセッサを用いて、内視鏡システム３００における画像処理の流れを説明する。
【０４３９】
　上述のように、撮像ユニットには、内視鏡対物光学系が搭載されている。この内視鏡対
物光学系の光学設計データに基づいて、倍率補正データをあらかじめ求めておく。倍率補
正データは、倍率色収差を電気的に補正するためのデータである。
【０４４０】
　内視鏡３１０の製造時に、内視鏡３１０内の記憶部４００に倍率補正データを書き込む
。記憶部４００としては、例えば、不揮発性メモリーを用いることができる。
【０４４１】
　ビデオプロセッサは、内視鏡３１０が接続された時に、不揮発性メモリーに記憶されて
いた倍率補正データを読み込む。読み込まれた倍率補正データは、接続された内視鏡３１
０の内視鏡対物光学系の倍率色収差を反映したものである。
【０４４２】
　内視鏡３１０を用いた画像の取得が行われる。取得された画像は、ビデオプロセッサ内
のフレームメモリーに格納される。
【０４４３】
　倍率補正データに基づいて、ビデオプロセッサは、取得された画像に対してバンド別に
線形補正を行う。
【０４４４】
　上記説明では、内視鏡と倍率補正データとが一対一で対応している。しかしながら、内
視鏡Ａと内視鏡Ｂに、同じ内視鏡対物光学系が搭載されている場合、内視鏡Ａと内視鏡Ｂ
には同じ倍率補正データを記憶させればよい。
【０４４５】
　内視鏡対物光学系に依存する補正データを内視鏡内に格納することで、接続された内視
鏡ごとに画像の最適化が可能となる。例えば、気管支内視鏡と腎盂尿管内視鏡とでは、望
ましい画角が異なる。気管支内視鏡と腎盂尿管内視鏡が同一のビデオプロセッサに接続さ
れる場合でも、内視鏡内には、夫々の内視鏡に対応した倍率補正データが格納されている
。よって、夫々の内視鏡の画像に対して、最適な画像処理を行うことができる。
【０４４６】
　また、ビデオプロセッサ側は、読み込んだ倍率補正データに基づいて補正処理すればよ



(45) JP WO2018/220937 A1 2018.12.6

10

20

30

40

50

く、接続された内視鏡の機種を識別する必要が無い。さらに、新たな内視鏡対物光学系を
有する内視鏡を開発した場合でも、内視鏡内に倍率補正データを保持することにより、ビ
デオプロセッサ側の変更が不要となる。
【０４４７】
　また、内視鏡対物光学系における倍率色収差の補正を、倍率色収差量が像高に対して線
形となるようにすることで、電気的な補正において線形補正を行うことができる。このよ
うにすると、線形補正による補正データ量を削減できるので、内視鏡内の不揮発性メモリ
ーの容量に負担がかからない。
【０４４８】
　電気的な補正では、画像拡大や画像縮小が行われる。画像拡大や画像縮小における補正
倍率が非整数倍の場合、多少の画質劣化は避けられない。画像の観察がモニターで行われ
る場合、画質劣化の影響を少なくするためには、モニターで表示される輝度信号に対する
ウェイトの高いバンドを、基準バンドとすることが望ましい。
【０４４９】
　基準バンドでは、画像拡大や画像縮小は行われないので、画質の劣化は生じない。上述
のように、基準バンドでは、輝度信号に対するウェイトが高いので、他のバンドに比べて
視認性が高い。そのため、輝度信号に対するウェイトが低い他のバンドで画質劣化が生じ
ても、全体としては、画質劣化の影響を小さくすることができる。Ｇバンドは輝度信号に
対するウェイトが高い。よって白色光観察では、Ｇバンドを基準バンドとすることが好ま
しい。
【０４５０】
　倍率色収差によっては、基準バンドよりも像倍率が大きい他のバンドが存在する場合が
ある。このような場合、他のバンドについては、電気的な補正は、画像の縮小になる。本
実施形態の内視鏡対物光学系では、白色光観察において、Ｇバンドを基準バンドとした場
合では、Ｇバンドでの像倍率よりもＲバンドでの像倍率の方が大きい。よって、Ｒバンド
の画像に対する電気的な補正は、画像を縮小する方向の補正となる。この場合、最大像高
より外側に位置する受光素子（以下、「外側受光素子」という）の情報を使用する必要が
ある。
【０４５１】
　上述のように、撮像素子では、超小型化が進んでいる。超小型イメージャでは、画素数
は１０万画素以下程度であるため、外側受光素子の数は限られる。外側受光素子の数が少
ないと、画像の縮小が困難になる。このようなことから、電気的な補正では、画像の縮小
を行わないようにすることが好ましい。
【０４５２】
　基準バンドの選択により、外側受光素子の情報を使用しないようにすることも可能であ
る。各バンドの中で最も大きな像倍率を持つバンドを、基準バンドにすれば良い。このよ
うにすることで、電気的な補正では、すべて画像の拡大が行われる。
【０４５３】
　可視光の波長域では、長波長側のバンドで、最大像高が最も大きくなる。よって、白色
光観察時の電気的な補正では、基準バンドをＧバンドからＲバンドに変更しても良い。
【０４５４】
　また、電気的な補正で画像の縮小が必要なバンドでは、敢えて画像の縮小を行わず、電
気的な補正で画像の拡大が必要なバンドだけ、電気的な補正を行っても良い。
【０４５５】
　以下に、上記各実施例の数値データを示す。面データにおいて、ｒは各面の曲率半径、
ｄは各光学部材の肉厚または空気間隔、ｎｄは各光学部材のｄ線に対する屈折率、νｄは
各光学部材のｄ線に対するアッベ数、絞りＦはフレア絞り、絞りＡは明るさ絞りを表して
いる。
【０４５６】
　各種データにおいて、ｆは内視鏡対物光学系の全系の焦点距離、ＦＮＯ．はＦナンバー



(46) JP WO2018/220937 A1 2018.12.6

10

20

30

40

50

、Ｄ０は物体距離、ＩＨは最大像高、ωは半画角、Ｌｔは光学系の全長を表している。ま
た、ｒ、ｄ、ｆ、Ｄ０、ＩＨ、Ｌｔの単位はｍｍである。ωの単位は°（度）である。
【０４５７】
　上記各実施例の数値データに用いる非球面の定義式を以下に示す。以下の定義式は、Ｓ
－Ｚ断面内の軸対称非球面を表す式である。この定義式では、面のローカル座標として光
軸方向をＺ軸、Ｚ軸に垂直な軸をＳ軸としている。また、以下の定義式では、４次の非球
面係数しか用いられていない。これは、各実施例で用いられている次数の非球面係数に限
定した、簡素化した表記としているからである。
【数１】

【０４５８】
　ここで、
　Ｓは、Ｚ軸からの距離、
　Ｚ（Ｓ）は、Ｓの関数として求まるＺ座標、
　Ｒは、２次曲面項の中心曲率半径、
　Ｋは、円錐係数、
　ＡＣ４は、４次非球面係数、
である。
【０４５９】
数値実施例１
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.76820     71.79
    2        0.300     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
    4         ∞       0.30     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.00
    7         ∞       0.45     1.67790     54.89
    8*      -0.2718    0.279
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第８面
k=-0.434
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.263
ＦＮＯ．     3.529
Ｄ０        20
ＩＨ         0.242
２ω       116.8
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Ｌｔ         1.969
【０４６０】
数値実施例２
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.76820     71.79
    2        0.300     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
    4         ∞       0.30     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.00
    7         ∞       0.43     1.76450     49.09
    8*      -0.3006    0.2684
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第８面
k=-0.3877
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.266
ＦＮＯ．     3.562
Ｄ０        20
ＩＨ         0.242
２ω       116.8
Ｌｔ         1.938
【０４６１】
数値実施例３
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.76820     71.79
    2        0.300     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
    4         ∞       0.30     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.00
    7         ∞       0.46     1.65160     58.55
    8*      -0.2634    0.2832
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
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第８面
k=-0.4569
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.262
ＦＮＯ．     3.514
Ｄ０        20
ＩＨ         0.242
２ω       116.8
Ｌｔ         1.983
【０４６２】
数値実施例４
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.88300     40.76
    2        0.350     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
    4         ∞       0.30     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.00
    7         ∞       0.45     1.67790     54.89
    8*      -0.2723    0.2782
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第８面
k=-0.442
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.265
ＦＮＯ．     3.529
Ｄ０        20
ＩＨ         0.242
２ω       116.8
Ｌｔ         1.968
【０４６３】
数値実施例５
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.76820     71.79
    2        0.300     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
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    4         ∞       0.30     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.02
    7        0.7246    0.4      1.67790     54.89
    8*      -0.3096    0.1563
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第８面
k=-0.9145
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.261
ＦＮＯ．     3.508
Ｄ０        20
ＩＨ         0.242
２ω       116.8
Ｌｔ         1.816
【０４６４】
数値実施例６
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.76820     71.79
    2        0.300     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
    4         ∞       0.30     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.02
    7*       0.7186    0.4      1.67790     54.89
    8*      -0.3103    0.1558
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第７面
k=-26.3142
A4=0
第８面
k=-0.9003
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.262
ＦＮＯ．     3.511
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Ｄ０        20
ＩＨ         0.242
２ω       116.8
Ｌｔ         1.816
【０４６５】
数値実施例７
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.76820     71.79
    2        0.300     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
    4         ∞       0.30     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.02
    7*        ∞       0.43     1.67790     54.89
    8*      -0.2743    0.2854
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第７面
k=0
A4=-20.751
第８面
k=-0.4421
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.264
ＦＮＯ．     3.533
Ｄ０        20
ＩＨ         0.242
２ω       116.8
Ｌｔ         1.975
【０４６６】
数値実施例８
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.20     1.76820     71.79
    2        0.300     0.10
    3(絞りF)  ∞       0.03
    4         ∞       0.45     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.02
    7        0.7634    0.36     1.67790     54.89
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    8*      -0.4174    0.3616
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第８面
k=-1.3326
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.322
ＦＮＯ．     4.092
Ｄ０         6.5
ＩＨ         0.242
２ω        90
Ｌｔ         2.132
【０４６７】
数値実施例９
単位  ｍｍ
 
面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.18     1.76820     71.79
    2        0.25      0.09
    3(絞りF)  ∞       0.01
    4         ∞       0.25     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.02
    7        0.6717    0.39     1.67790     54.89
    8*      -0.2509    0.1
    9         ∞       0.25     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第８面
k=-0.8295
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.212
ＦＮＯ．     3.279
Ｄ０        20
ＩＨ         0.198
２ω       116.8
Ｌｔ         1.6
【０４６８】
数値実施例１０
単位  ｍｍ
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面データ
面番号        r         d         nd         νd
    1         ∞       0.18     1.76820     71.79
    2        0.25      0.09
    3(絞りF)  ∞       0.01
    4         ∞       0.25     1.52100     65.13
    5         ∞       0.01
    6(絞りA)  ∞       0.02
    7        0.633     0.37     1.67790     54.89
    8*      -0.3005    0.2054
    9         ∞       0.30     1.51633     64.14
   10         ∞       0.30     1.51633     64.14
   11(像面)   ∞
 
非球面データ
第８面
k=-0.8984
A4=0
 
各種データ
ｆ           0.265
ＦＮＯ．     3.789
Ｄ０        20
ＩＨ         0.198
２ω        90
Ｌｔ         1.685
【０４６９】
　次に、各実施例における条件式（１）～（５）の値を掲げる。
       条件式             実施例１   実施例２   実施例３
(1)LL1is/LsL2i             0.749      0.784      0.733
(2)(LL1is/RL1i)
  ×(LsL2i/RL2i)          -1.861     -1.608     -1.963
(3)fL22/(f×fL1)          -1.564     -1.485     -1.593
(4)(nd1-1.63)×(νd1-31)   5.64       5.64       5.64
(5)(nd2-1.45)×(νd2-31)   5.44       5.69       5.55
 
       条件式             実施例４   実施例５   実施例６
(1)LL1is/LsL2i             0.749      0.803      0.803
(2)(LL1is/RL1i)
  ×(LsL2i/RL2i)          -1.592     -1.525     -1.522
(3)fL22/(f×fL1)          -1.54      -1.408     -1.402
(4)(nd1-1.63)×(νd1-31)   2.47       5.64       5.64
(5)(nd2-1.45)×(νd2-31)   5.44       5.44       5.44
 
       条件式             実施例７   実施例８   実施例９
(1)LL1is/LsL2i             0.749      1.147      0.669
(2)(LL1is/RL1i)
  ×(LsL2i/RL2i)          -1.844     -1.323     -1.793
(3)fL22/(f×fL1)          -1.589     -1.637     -1.533
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(4)(nd1-1.63)×(νd1-31)   5.64       5.64       5.64
(5)(nd2-1.45)×(νd2-31)   5.44       5.44       5.44
 
       条件式             実施例１０
(1)LL1is/LsL2i             0.704
(2)(LL1is/RL1i)
  ×(LsL2i/RL2i)          -1.424
(3)fL22/(f×fL1)          -1.488
(4)(nd1-1.63)×(νd1-31)   5.64
(5)(nd2-1.45)×(νd2-31)   5.44
【産業上の利用可能性】
【０４７０】
　以上のように、本発明は、超小型実装に対応でき、かつ、軸上色収差が改善された良好
な結像性能を有する内視鏡対物光学系、内視鏡及び内視鏡システムに有用である。
【符号の説明】
【０４７１】
　Ｌ１　第１レンズ
　Ｌ２　第２レンズ
　ＦＰ　フィルタ平板
　ＯＰ　光学平板
　ＩＰＰ　光学平板
　ＬＢ　レンズ枠
　ＩＢ　イメージャ枠
　ＦＳ　フレア絞り
　ＡＳ　明るさ絞り
　ＩＣ　イメージャ基板
　ＩＳ　撮像面
　３００　内視鏡システム
　３１０　内視鏡
　３１０ａ　スコープ部
　３１０ｂ　接続コード部
　３２０　画像処理装置
　３３０　表示ユニット
　３４０　操作部
　３４１　挿入部
　３４２　先端部
　３５０　ユニバーサルコード
　３６０　コネクタ
　４００　記憶部
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